
令和３年度執行事務事業

施策名 基本事業 番号 事務事業名

中心市街地及び
地域市街地の活

中心市街地の賑わい創出 1 佐野新都市バス事業協議会支援事業

2 市営駐車場維持管理事業

3 中心市街地活性化基本計画推進事業

4 まちなか活性化推進事業

5 まちなか活性化支援事業

6 まちなか地域おこし協力隊員設置事業

7 まちなか活性化推進協議会支援事業

8 佐野駅前交流プラザ指定管理事業

9 まちなか活性化ビル管理運営事業

10 まちなかにぎわい空間維持管理事業

11 栃木県まちなか元気会議参画事業

12 新型コロナウイルス感染症対策佐野新都市バス支援事業

13 佐野駅自由通路施設管理事業

14 駅南公園西土地区画整理事業

15 市道佐野５７号線道路改良事業

16 市民ギャラリー管理運営事業

17 佐野市民大茶会開催支援事業

18 人間国宝田村耕一陶芸館運営事業

19 人間国宝田村耕一陶芸館運営委員会運営事業

20 まちなかオープンテラス推進事業



年 月

年度

１

２

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 23 日

評価対象年度　令和 3 政策体系コード 1211

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 産業文化スポーツ部 担当課 産業政策課

基本目標 魅力ある産業で賑わう活力あるまちづくり 担当係 まちなか活性化係 担当課長名 塩野目　　裕

政　　策 地域資源を活かしたまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 中心市街地及び地域市街地の活性化 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 中心市街地の賑わい創出 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 支援事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

協議会開催回数 回 1 1 1 1 3

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

協議会構成団体数 団体 6 6 6 6 6
人口（代替指標） 人 120,018 119,348 118,450 117,706 116,982
観光客入込客数 千人 8,883 8,741 8,575 6,474 6,503

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

佐野新都市線バス利用者数 人 186,550 186,057 168,168 128,025 127,744

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市街地活性化施設の年間利用者数 人 125,647 112,671 54,343 61,708 

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 100 100 100 100 100
事業費計（A) 千円 100 100 100 100 100

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

負担金 100 負担金 100 負担金 100 負担金 100 負担金 100

正規職員従事人数 人

のべ業務時間 時間

人件費計（B) 千円 0 0 0 0 0
トータルコスト（A)＋（B) 千円 100 100 100 100 100

事務事業マネジメントシート

事務事業名 佐野新都市バス事業協議会支援事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 10589 一般 7 1 2 佐野新都市バス事業協議会支援事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　　H14年度～　　年度

根拠
法令

条例等

・佐野新都市バス事業連絡協議会設置要綱
・佐野新都市バス事業連絡協議会運営要領

佐野新都市線（万葉浪漫バス）の円滑な運行に資するため、定期的に協議会を開催の上、事業費負担及び利用促進策等に
ついて協議している。　
※協議会委員：イオン、アウトレット、短大、観光協会、佐野市
1 協議概要
　新型コロナウイルス感染症の影響により旅客が大きく減少し、令和2年度収支決算は12,999千円の赤字となり、令和3年度も
15,000千円近い赤字が見込まれている。こうした中、会議を3回開催し、令和2～3年度分の赤字を協議会において補填すると
共に、収支の改善を図るため、令和4年度からダイヤ改正及び運賃改定を実施することを決定した。
2 開催状況　　第50回(R3.11.11)、第51回(R3.12.24)、第52回(R4.1.19)
3 決定内容
■令和2年度　【事業所別負担額】　　市：11,299千円　関東自動車：700千円　イオン：500千円　アウトレット：500千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※市の負担額は新型コロナウイルス感染症対策地方創生臨時交付金を活用
■令和3年度　【事業所別負担割合】　市：1/3　関東自動車：1/3 イオン：1/6　アウトレット：1/6　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※収支決算額は7月頃確定予定
■令和4年度以降の運行改善策
・仕業数：3仕業から2仕業へ縮小　・ダイヤ：24便から14便へ縮小　・運賃：220円から最大310円へ値上　
・事業費負担：赤字の場合、イオン及びアウトレットが70万円を上限に負担し、残額は関東自動車及び佐野市で協議

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

①佐野新都市線
②協議会構成団体
③市民及び観光客

対象指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

①利用客を安定的に確保することで、事業の継
続性が図られる。
②各団体の役割を明確にすることで、事業を継続
するための対策が図られる。
③バスを利用して中心市街地と新都市地区を移
動することができる。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

人の交流がさかんな、商業地域となっている。
上位成果指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

人
件
費

事
業
区
分

・中心市街地と新都市地区を結ぶ佐野新都市バス事業を関東
自動車㈱が実施するにあたり、関係機関が互いに連絡調整を図
ることにより、事業の円滑な推進を図ることを目的として、平成１
４年９月に設置された。
・協議会は、市、三菱地所・サイモン㈱、イオンリテール㈱、関東
自動車㈱、学校法人佐野日本大学学園及び一般社団法人佐野
市観光協会で構成され、バス事業の円滑な運営を図るための利
用客増進、広報活動等の協議を行っている。
・市の役割は、当協議会の事務局として会議運営、各機関との
連絡調整、運行に係る赤字負担を行っている。
・当協議会に関東自動車㈱より、前年度運行収支状況が報告さ
れるが、赤字が生じた場合は、市、三菱地所・サイモン㈱及びイ
オンリテール㈱の三者で均等に負担金を関東自動車㈱に支出し
ている。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 佐野新都市バス事業協議会支援事業 担当部 産業文化スポーツ部 担当課 産業政策課 担当係 まちなか活性化係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名 有償バス運行運営事業

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

　平成１４年６月に佐野プレミアムアウトレット進出に伴う対応を協議するため、「佐野プレミアムアウトレット対策研究会」が設置され、その協議の中で、新
都市地区にバス路線を設置すべきとの提言が市に提出され、併せて同様の要望書が関東自動車とチェルシージャパンに提出された。
これを、踏まえて、平成１４年９月に当協議会が設置され、バス路線開設に向けた協議が開始され、平成１５年３月、関東自動車㈱により、中心市街地と新
都市地区を結ぶ路線バスが開設された。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

・事業開始以降、利用者数も増加していたが、平成２０年度以降減少に転じている。
・平成２０年１０月に生活路線バスの運行が開始された。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

佐野新都市バス事業連絡協議会を構成するイオンモール佐野新都市や佐野プレミアム・アウトレットからは、
国・県等の要請に基づく外出自粛によって旅客が減少したことに鑑み、国の地方創生臨時交付金を活用して
市が支援額の大半を負担することに歓迎する声がある。一方、経営状況が厳しいのは協議会を構成する各
社も同様であることから、令和4年度以降は従前同様に協議会構成員が事業費負担する仕組を改め、黒字に
転換するための運行改善策の実施を強く求められている。

結びついている
理由・
改善案

この事業を通して、中心市街地と新都市地区を結ぶ市内バス路線の要である佐野新都市線の安定的
な運行を図ることは、利用者の利便性向上につながるものである。

市が行わなければならない
理由・
改善案

バス路線の運行は関東自動車㈱であるが、公共交通の利便性向上や事業の継続性を図るための対
策を講じる当協議会に市が参画することは妥当である。

妥当である
理由・
改善案

この事業は、佐野新都市線の安定的な運行を図るため、関係団体の役割を明確にして、具体的な対策
を行うことができるようにするための事業であるため、対象と意図は妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

利用者の維持、増加のためには、協議会による利用促進のPRは、継続する必要がある。

類似事務事業があり統合・
連携できる・している 理由・

改善案

運行主体が異なるため、統合はできないが、佐野新都市バス事業連絡協議会で利便性向上を図るための協
議を継続して実施する。また、都市計画課交通政策係において、令和2年12月に独占禁止法が改正されるこ
とに伴い、利便増進計画に基づく輸送改善を目指し、中心市街地において佐野新都市線と一部路線が重複
する生活路線バスとの連携を検討した。

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

平成２７年度に負担金の削減を行った。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正で
ある

理由・
改善案

この事業は、佐野新都市線の安定的な運行を図るための事業であり、受益者は市民及び観光客であ
るため、受益者は特定されず、受益者負担は適正である。

総
合
評
価

佐野新都市線の路線が廃止されると当事業は終了する。

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月
年度

１

２

１

１

・中心市街地における道路交通の円滑化と市
民の商店街での買い物等の利便性を図るた
め、市営駐車場を設置し、維持管理を行って
いる。
・この事業で維持管理する駐車場は、万町駐
車場（S５３．７月利用開始）、田沼駅前駐車場
（Ｈ７．４月利用開始）、田沼角町駐車場（Ｓ５
７．４月利用開始）、田沼仲町駐車場（Ｈ１５．４
月利用開始）、葛生駅南駐車場（Ｓ５８．１月利
用開始）及び葛生駅北駐車場（Ｓ５７．４月利
用開始）である。
・上記のうち、万町、田沼駅前は利用料金を徴
収、それ以外は無料となっている。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 114 382 382

事業費計（A) 千円 6,441 6,727 7,034

その他 千円 5,643 5,404 5,147

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

R３年度
（実績）

人の交流がさかんな、商業地域となっている。 上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

R３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市街地活性化施設の年間利
用者数

人 134,503 125,647 112,671 54,343 61,708

事務事業マネジメントシート

事務事業名 市営駐車場維持管理事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 10500 一般 7 1 2 市営駐車場維持管理事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

S53年度～　　年度
根拠
法令

条例等

佐野市駐車場条例
佐野市駐車場条例施行規
則

364 0
トータルコスト（A)＋（B) 千円 6,555 7,109 7,416 8,521 6,884

人
件
費

正規職員従事人数 人 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 30 100 100 100

4,127

使用料及び賃借料 835 使用料及び賃借料 1,015 使用料及び賃借料 2,000 使用料及び賃借料 2,026 使用料及び賃借料 2,006

委託料 4,859 委託料 4,832 委託料 4,283 委託料 4,861 委託料

746

役務費 37 役務費 35 役務費 49 役務費 5 役務費 5

需用費 710 需用費 846 需用費 703 需用費 1,184 需用費

8,157 6,884
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

4,768 4,052
一般財源 千円 798 1,323 1,887 3,389 2,832

県支出金 千円

地方債 千円

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） R３年度（実績）

国庫支出金 千円

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

施設維持管理上の来訪者から
の苦情件数

件 0 0 0 0 0

①来訪者
②市民
③市営駐車場

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

R３年度
（実績）

①中心市街地へ車で来訪しやすくなる。
②市民が中心市街地で買い物等がしやすくな
る。
③いつでも快適に利用ができるように維持管
理がなされている。

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

人口（代替指標） 人 120,018 119,348 118,450 117,706 116,982
駐車場数 箇所 6 6 6 6 6

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和3年度実績（令和3年度に行った主な活動内容）

営業日数 日 365 365 366 365 365

万町駐車場、田沼駅前駐車場は機械による管理を行い、それ以外は無料での利用となっている。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

R３年度
（実績）

事業分類 施設維持管理事業（市主体）

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

政　　策 地域資源を活かしたまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 中心市街地及び地域市街地の活性化 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 中心市街地の賑わい創出 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 産業文化スポーツ部 担当課 産業政策課

基本目標 魅力ある産業で賑わう活力あるまちづくり 担当係 産業政策係 担当課長名 塩野目　裕

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 7 1 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 1211



有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

事業費は、清掃用等消耗品、光熱水費、修繕料、電話料、火災保険料、管理・清掃委託料、土地借上料等である。これ
まで実績に応じて事業費の削減に努めてきたところであるが、急を要する修繕などにより事業費が足りなくなるケースも
あることから、削減は難しい。人件費についても維持管理のための事務処理上最低の業務所要時間であるため、削減
余地はない。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正
である

理由・
改善案

この事業の受益者は、駐車場を利用する市民及び来訪者であり、利用者には一定の料金を徴収し
ているため、受益者負担は適正である。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）

結びついている
理由・
改善案

この事業は、市民や来訪者が中心市街地に車で安心して来ることができるように市営駐車場を設置
し、適正に管理するための事業であり、中心市街地の活性化に結びつくものである。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

市街地に来訪された方が市営駐車場を快適に利用してもらうための維持管理事業であるため、この事業を廃止することはできない。

類似事務事業名 中心市街地の民間駐車場

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はあるが、統
合・連携できない 理由・

改善案

中心市街地に民間駐車場もあるが、月極めの駐車場が多いため、市民や来訪者が気軽に利用でき
る状況ではない。

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

市営駐車場であるため、市に管理責任があるが、維持管理については業者に委託している。

妥当である
理由・
改善案

この事業は、市街地に来訪された方が市営駐車場を快適に利用してもらうための維持管理事業で
あるため、対象・意図は合っている。

成果向上余地がない
理由・
改善案

現状のところ、維持管理上の市民からの苦情は出ていないが、家庭ごみを廃棄するケースもあるこ
とから、貼紙をして投棄しないよう注意を促している。

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

市街地における道路交通の円滑化と市民の商店街での買い物等の利便性を図るため、駐車場を設置した。万町駐車場（S５３．７月
利用開始）、高砂町駐車場（S５３．４月利用開始）、田沼駅前駐車場（Ｈ７．４月利用開始）、田沼角町駐車場（Ｓ５７．４月利用開始）、
田沼仲町駐車場（Ｈ１５．４月利用開始）、葛生駅南駐車場（Ｓ５８．１月利用開始）、葛生駅北駐車場（Ｓ５７．４月利用開始）

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

市民の商店街での買い物等の利便性向上を図るために設置したが、中心市街地の空洞化が進ん
でいるため、今後は中心市街地への誘客を図るための駐車場の活用が求められている。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

駐車場のトイレにごみを投棄するケースもあり、適切な対応をすべきとの意見もあった。

B表（事後評価シート）

事務事業名 市営駐車場維持管理事業 担当部 産業文化スポーツ部 担当課 産業政策課 担当係 産業政策係



年 月
年度

１

２

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 23 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 1211

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 産業文化スポーツ部 担当課 産業政策課

基本目標 魅力ある産業で賑わう活力あるまちづくり 担当係 まちなか活性化係 担当課長名 塩野目　　裕

政　　策 地域資源を活かしたまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 中心市街地及び地域市街地の活性化 実施計画事業・一般事業 実施計画事業
基本事業 中心市街地の賑わい創出 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 計画策定・管理事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

歩行者通行量調査・空き店舗
調査回数

回 2 2 － 1 2

佐野市まちなか活性化推進協
議会の会議等開催回数

回 3 3 1 1 0

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

中心市街地活性化計画区域面積 ha 165 165 165 96 96

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

中心市街地歩行者通行量（平日・5か所） 人 4,757 4,748 － 4,285 3,930

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

中心市街地空き店舗活用件数（累計） 件 50 54 58 59 63 

市道佐野57号線の整備率 ％ 0.0 0.0 3.2 10.2 25.7 

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 211 165 150 96 96
事業費計（A) 千円 211 165 150 96 96

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

業務委託料 211 報償費 15 業務委託料 150 業務委託料 96 業務委託料 96

業務委託料 150

正規職員従事人数 人
のべ業務時間 時間
人件費計（B) 千円 0 0 0 0 0

トータルコスト（A)＋（B) 千円 211 165 150 96 96

事務事業マネジメントシート

事務事業名 中心市街地活性化基本計画推進事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 11451 一般 8 4 1 中心市街地活性化基本計画推進事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　　H27年度～　　年度
根拠
法令

条例等

中心市街地活性化に関する法律

・「第2次佐野市中心市街地活性化基本計画」に基づいて、まちなか活性化のための諸事業を実施し
た。
・歩行者通行量調査を2月4日(金)及び6日(日)に実施した。
・空き店舗実態調査をさのまちづくり株式会社への業務委託により、令和3年7月30日から令和4年3月
25日まで実施した。

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

　中心市街地区域
対象指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

　中心市街地の現状を把握するとともに、活性
化に向けた検討を行い、中心市街地の活性化
を推進する。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

人の交流がさかんな商業地域となっている。
上位成果指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

人
件
費

事
業
区
分

　中心市街地の活性化策を講じるために必要な
調査・研究、資料の作成を行う。具体的には、
歩行者通行量調査及び空き店舗調査を年１回
行い、データをまとめる。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 中心市街地活性化基本計画推進事業 担当部 産業文化スポーツ部 担当課 産業政策課 担当係 まちなか活性化係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

　中心市街地活性化策を検討する上で必要となる基礎データを継続的に収集し調査研究するため、平
成２０年度から事業を開始した。
　平成２６年度までは中心市街地活性化推進事業であったが、平成２７年度より事業を分割した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

　前基本計画の計画期間である平成22年から平成31年までの中心市街地における人口は、約１，０００人（約
12％）減少し、高齢化率も上昇しているほか、空き店舗率は１３％増加している。こうした中、平成26年中心市
街地活性化法が改正され、「コンパクトシティの実現」に向けた民間投資の喚起を通じた中心市街地の活性
化を図るため、民間投資を喚起する新たな重点支援制度が創設されると共に、中心市街地活性化を図る措
置の拡充が図られた。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

　佐野市まちなか活性化推進協議会から、前期基本計画の事業は順調に進捗したものの、10年間で充分な
中心市街地活性化が図られたとは言えない状況であることに鑑み、前期基本計画を改訂する形で新たな基
本計画を策定すべきとの提案があった。また、事業の見直しを加えると共に、民間主導による推進体制への
移行についても言及されている。

結びついている
理由・
改善案

　中心市街地活性化を図る上で重要な基礎資料等を収集・把握することや、中心市街地活性化推進の
ための事業を行う組織を支援することは、市民との協働による中心市街地の活性化を推進し、魅力的
で住みやすい市街地とするという上位目的に貢献するものである。

市が行わなければならない
理由・
改善案

　「中心市街地の活性化に関する法律」第５条に、効果的に中心市街地の活性化を推進するよう所要
の施策を策定し実施することが、地方公共団体の責務として定められている。

妥当である
理由・
改善案

　この事業を行うことで、中心市街地の現状及び課題把握、基本計画に定める各種事業推進に貢献す
るため、対象・意図は妥当である。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

　さのまちづくり株式会社を中心とする新しい推進体制の下、第2次佐野市中心市街地活性化基本計
画に定める事業の更なる推進を図ることが必要である。

理由・
改善案

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

　歩行者通行量調査について、現在、平日は佐野商工会議所、佐野市あそ商工会及びさのまちづくり株式会社の協力を得
ながら職員が実施し、休日を（公社）佐野市シルバー人材センターへ委託している。全面外部委託することを検討したが、コ
スト削減につながらないと判断し、現状維持としたため、今のところ事業費・人件費の削減余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

　中心市街地の活性化は、人口減少社会における持続可能な都市づくりや自治体の財源確保の観点
から、市民全体の利益として捉える必要があり、特定の受益者負担はない。

総
合
評
価

　中心市街地が活性化した状態（まちなか居住の促進、定住人口・来街者の増加など）になれば、事業終了することも可能である。

成
果

向
上

維
持

〇 ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月

年度

１

２

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 23 日

評価対象年度　令和 3 政策体系コード 1211

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 産業文化スポーツ部 担当課 産業政策課

基本目標 魅力ある産業で賑わう活力あるまちづくり 担当係 まちなか活性化係 担当課長名 塩野目　　裕

政　　策 地域資源を活かしたまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 中心市街地及び地域市街地の活性化 実施計画事業・一般事業 実施計画事業

基本事業 中心市街地の賑わい創出 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

事業分類 その他市民に対する事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

中心市街地歩行者通行量（平日・5か所） 人 4,757 4,748 － 4,285 3,930

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

中心市街地活性化計画区域に属する町の人口
（1/1現在） 人 7,428 7,408 7,279 7,106 3,164

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

中心市街地活性化計画区域に属する町の人口
（1/1現在） 人 7,428 7,408 7,279 7,106 3,164

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

中心市街地空き店舗活用件数（累計） 件 50 54 57 59 63

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 5,465 4,982 4,950 4,730 4,499
事業費計（A) 千円 5,465 4,982 4,950 4,730 4,499

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

業務委託料 5,465 業務委託料 4,982 業務委託料 4,950 業務委託料 4,730 業務委託料 4,499

正規職員従事人数 人 2 2 2 2 2
のべ業務時間 時間 720 720 720 720 720
人件費計（B) 千円 2,748 2,751 2,747 2,619 2,618

トータルコスト（A)＋（B) 千円 8,213 7,733 7,697 7,349 7,117

事務事業マネジメントシート

事務事業名 まちなか活性化推進事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 10511 一般 7 1 2 まちなか活性化推進事業

事業
計画

期間限定複数年度
事業
期間

H28年度～　　年度
根拠
法令

条例等

中心市街地の活性化に関する法
律

■沿道賑わい創出等業務委託
1 委託先：さのまちづくり株式会社（佐野市高砂町2794番地1）　2 執行場所：佐野駅周辺商業地域内
3 契約金額：4,499,000円　4 契約年月日：令和3年7月29日　5 契約期間：令和3年7月30日～令和4年3月25日
6 業務内容　　
(1)まちなかの地権者への相談・交渉業務
　中心市街地において、道路拡幅等により生じるまちなかの遊休不動産（今後生じる可能性のある物件も含む）の有効活用を
促進するため、まちなかの地権者向けの相談窓口を開設するとともに、まちなかへ進出を希望する事業者と地権者の利害が
一致するよう積極的に交渉業務を行う。
(2)まちなかにおける空き店舗実態調査活用業務
　まちなかにおいて営業していない空き店舗について実態を把握し、空き店舗の利活用の促進を図るため実態調査を行う。ま
た、空き店舗に関する施策の基礎資料とするとともに、活用への方策を探る。
(3)新型コロナウイルス対策のための「オープンテラス化」推進業務
　新型コロナウイルス感染症により影響を受けたまちなかの飲食店等の感染症予防対策を講じながらの店舗経営を支援する
ため、オープンテラス設置による賑わいの創出と回遊性の向上を図る。

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

①中心市街地居住者
②来街者、観光客
③市民

対象指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

①今までより住みやすくなる。
②まちなかに人が来やすくなり、活性化する。
③佐野市を来訪したくなる。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

　人の交流がさかんな商業地域となっている。
上位成果指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

人
件
費

事
業
区
分

　県道桐生岩舟線等の道路拡幅整備に合わ
せ、魅力的な賑わいのある中心市街地を形成
するため、用地買収や残地の利活用などの相
談業務等を実施し、道路整備が円滑に進捗する
よう協力すると共に、にぎわいが喪失されないよ
うまちづくりを推進する。
　具体的には、さのまちづくり株式会社に対し、
「沿道賑わい創出等業務委託」を発注する。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 まちなか活性化推進事業 担当部 産業文化スポーツ部 担当課 産業政策課 担当係 まちなか活性化係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

　県道桐生岩舟線等の道路拡幅整備に合わせ、魅力的な賑わいのある中心市街地を形成するため、
用地買収や残地の利活用などの相談業務等を実施し、道路整備が円滑に進捗するよう協力すると共
に、にぎわいが喪失されないようまちづくりを推進する。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

　本市においても中心市街地の空洞化は顕著であり、中心市街地の人口は年々減少傾向にある。ま
た、高齢化も顕著であり店舗兼住宅などで店舗を閉店しているケースが多々ある。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

　中心市街地を活性化させることは、本市全体の活性化につながることになるので、ぜひ中心市街地の活性化を推進して
ほしいとの要望がある。
　26年度決算審査要望書において、県道桐生岩舟線や市道1級1号線の整備が始まり、12月に新庁舎が開庁するこの機を
逸することなく中心市街地活性化のための拠点整備に取り組むよう要望されている。

結びついている
理由・
改善案

　空き店舗や空き地をうまく利用することにより、魅力的なにぎわいのある中心市街地になり、活性化が
推進される。

委ねられる・委ねられる可能
性がある

理由・
改善案

　まちづくりに対するアイディアや空き店舗、空き地の土地利用が図れるような提案があれば委ねられ
る可能性がある。

妥当である
理由・
改善案

　この事業を実施することで、対象区域の居住者が今までより住みやすくなったと実感してもらい、来訪
者等が今まで以上にまちなかに来てもらうことができれば、まちなかの活性化にもつながるため、対象
と意図は妥当なものである。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

　県道桐生岩舟線の進捗率が上がれば、成果も向上する。

理由・
改善案

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

　業務委託料なので削減の余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

　本市とまちづくり会社で連携し事業を進めることにより成果が発揮されるため、受益者であるまちなか
に住む市民の受益者負担はない。

総
合
評
価

　県道桐生岩舟線等の整備が終了し、沿線の土地利用が概ね決まれば事業の終了もあり得る。

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月

年度

１

２

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 23 日

評価対象年度　令和 3 政策体系コード 1211

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 産業文化スポーツ部 担当課 産業政策課

基本目標 魅力ある産業で賑わう活力あるまちづくり 担当係 まちなか活性化係 担当課長名 塩野目　　裕

政　　策 地域資源を活かしたまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 中心市街地及び地域市街地の活性化 実施計画事業・一般事業 実施計画事業
基本事業 中心市街地の賑わい創出 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 支援事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

新規出店者数(補助金非申請者
を含む。)

件 5 4 3 3 5

中心市街地空き店舗活用件数（累計） 件 50 54 57 59 63
地域市街地空き店舗活用件数（累計） 件 1 1 1 2 2

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

佐野駅周辺が5年前に比べ、にぎわっているあ
るいは生活しやすくなっていると思っている市
民の割合

％ 52.0 56.2 52.7 49.0 51.0

田沼駅周辺が5年前に比べ、にぎわっているあ
るいは生活しやすくなっていると思っている市
民の割合

％ 12.7 9.2 10.2 10.2 9.4

葛生駅周辺が5年前に比べ、にぎわっているあ
るいは生活しやすくなっていると思っている市
民の割合

％ 11.5 7.6 7.6 7.6 6.4

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

中心市街地歩行者通行量（平日・5か所） 人 4,757 4,748 － 4,285 3,930

中心市街地メイン通りの店舗数 軒 307 314 － 319 389

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

中心市街地空き店舗活用件数（累計） 件 50 54 57 59 63

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円 10
一般財源 千円 5,053 4,334 4,053 3,223 3,934

事業費計（A) 千円 5,063 4,334 4,053 3,223 3,934
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

補助金 5,063 補助金 4,334 補助金 4,053 補助金 3,223 補助金 3,934

正規職員従事人数 人 2 2 2 2 2
のべ業務時間 時間 1,008 1,008 1,008 1,008 1,008
人件費計（B) 千円 3,847 3,852 3,846 3,666 3,665

トータルコスト（A)＋（B) 千円 8,910 8,186 7,899 6,889 7,599

事務事業マネジメントシート

事務事業名 まちなか活性化支援事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 10512 一般 7 1 2 まちなか活性化支援事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

H19年度～　　年度
根拠
法令

条例等

佐野市まちなか活性化事業補助
金交付要綱

１ 交付状況
　空き店舗を活用する事業者に家賃、店舗改装費に要した経費への補助金を支出するために手続きを行うとともに、相談
業務に対応した。
【実績】　・新規　４件（交付額：2,275,000円）　・継続　６件（交付額：1,659,000円）　 ・相談　１６件
２ 要綱改正
　社会情勢や市の方針に鑑み、申請希望者にとってより申請条件や申請方法が明瞭で簡潔な活用しやすい補助金となる
ように細かな補助の条件を見直すと共に、補助率について必要な見直しを行った。
(1) 主要な改正点
①空き店舗の定義の改正（空き家を含める） ②業種の追加（コワーキングスペースに対応） ③補助対象区域の拡大
④改装費の対象経費に厨房設備・冷暖房設備を追加 ⑤改装費の補助率を3分の2に変更
(2) 施行期日　　令和4年4月1日

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

①中心市街地
②田沼・葛生地区の市街地エリア

対象指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

・空き店舗を減らし、人を集めることでにぎわ
いを創出する。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

人の交流がさかんな商業地域となっている。
上位成果指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

人
件
費

事
業
区
分

　中心市街地及び田沼・葛生地区の市街地エリア
を活性化させるため、対象区域内において、空き
店舗を利用して出店を希望する事業者やイベント
開催を行う事業者を支援する事業

空き店舗活用にぎわい創出事業：申請要件として、
小売業、飲食業（飲酒業を除く）又はサービス業
（風俗業及び遊戯業を除く）を２年以上営むこと、活
用する空き店舗が地上１階にあること、市民税の
滞納がないこと、新規開業者にあっては、佐野商
工会議所又は佐野市あそ商工会の経営指導を受
けること。

補助率等：家賃（１/２、開業した日の属する月から
24月、限度額72万円）、店舗改装費（開業時、限度
額50万円）

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 まちなか活性化支援事業 担当部 産業文化スポーツ部 担当課 産業政策課 担当係 まちなか活性化係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

・少子高齢化が進む中、中心市街地の空洞化は単に商業だけの問題ではなく、地域の暮らし、伝統・文
化、コミュニティ活動に大きく影響している。これらの状況を背景として、地域全体で元気に暮らしやす
いまちを築けるよう、平成19年から事業が開始された。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

・地域の商店等の経営者の高齢化と後継者不足で廃業する店舗が増加し、空き店舗が増加している。
また、団塊世代のサラリーマン退職者の中には、起業を考えている方も数多くあり、これらの方々が事
業の対象になることが期待される。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

　中心市街地の居住人口は減少傾向にあり、地域の住民からは、中心市街地の活性化を望む声が多い。ま
た、議会からも中心市街地を活性化させる施策を充実させるよう要望がある。特に、令和4年2月市議会定例
会予算審査特別委員会において、空き店舗活用にぎわい創出事業補助金の交付対象を2階店舗への拡充
するほか、商工会議所および商工会からは、対象区域の拡大について要望が寄せられている。

結びついている
理由・
改善案

・この事業の目的は、中心市街地の活性化にあり、市街地に人が集まり、また、空き店舗が減ることは
交流人口の増加が見込め、商業振興に繋がり、政策体系との整合が図れる。

委ねられる・委ねられる可能
性がある

理由・
改善案

・民間やNPO（まちづくり会社等）に委ねられる可能性はある。

妥当である
理由・
改善案

・この事業の目的は、対象エリア内の空き店舗を減らすとともに、イベントを開催することで集客し、にぎ
わいを創出するための事業であるため、対象と意図は妥当である。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

・補助金額や内容を見直すことにより、１店でも多くの出店希望者を支援し、空き店舗活用の促進が図
れれば成果向上が期待できる。

類似事務事業はあるが、統
合・連携できない 理由・

改善案

・佐野商工会議所や商工会で起業者支援の取り組みがあり連携を図っている。

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

・空き店舗活用に対する支援の需要は高まっており、これ以上の事業費削減の余地はない。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担を見直す
必要がある

理由・
改善案

・この事業の受益者は、空き店舗活用の事業者及びにぎわい創出を実施する事業者である。今後、事
業の成果を検証し、補助金額や補助内容について見直すことも必要である。

総
合
評
価

・空き店舗数が減少し、まちなかの賑わいが戻り、中心市街地の活性化が見受けられれば事業終了の余地はある。

成
果

向
上

維
持

〇 ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月

年度

１

２

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 23 日

評価対象年度　令和 3 政策体系コード 1211

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 産業文化スポーツ部 担当課 産業政策課

基本目標 魅力ある産業で賑わう活力あるまちづくり 担当係 まちなか活性化係 担当課長名 塩野目　　裕

政　　策 地域資源を活かしたまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 中心市街地及び地域市街地の活性化 実施計画事業・一般事業 実施計画事業

基本事業 中心市街地の賑わい創出 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 その他市民に対する事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

まちなか地域おこし協力隊員数 名 2 2 1 1 2

研修会等参加回数 回/人 3 3 3 0 10

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

中心市街地歩行者通行量（平日・5か所） 人 4,757 4,748 － 4,285 3,930
中心市街地活性化区域に属する町の人口
（1/1現在） 人 7,428 7,408 7,279 7,106 3,164

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

中心市街地空き店舗活用件数（累計） 件 50 54 57 59 63

中心市街地メイン通りの店舗数 軒 307 314 － 319 389

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

中心市街地空き店舗活用件数（累計） 件 50 54 57 59 63

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円
県支出金 千円
地方債 千円
その他 千円 8 11 11 7 0

一般財源 千円 4,535 6,175 2,921 2,656 7,973
事業費計（A) 千円 4,543 6,186 2,932 2,663 7,973

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

報酬 2,822 報酬 3,984 報酬 1,992 報酬 1,494 報償費 600

共済費 513 共済費 703 共済費 349 職員手当等 432 負担金、補助及び交付金 600

旅費 5 旅費 31 旅費 5 共済費 331 業務委託料 6,773

需用費 95 需用費 48 需用費 0 旅費 0

役務費 16 役務費 16 役務費 1 需用費 0

使用料及び賃料 1,092 使用料及び賃料 1,397 使用料及び賃料 585 役務費 2

負担金、補助及び交付金 6 負担金、補助及び交付金 0 使用料及び賃料 405

負担金、補助及び交付金 0
正規職員従事人数 人 2 2 2 2 2
のべ業務時間 時間 1,440 1,440 1,440 1,440 1,440
人件費計（B) 千円 5,495 5,502 5,494 5,237 5,236

トータルコスト（A)＋（B) 千円 10,038 11,688 8,426 7,900 13,209

事務事業マネジメントシート

事務事業名 まちなか地域おこし協力隊員設置事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 10513 一般 7 1 2 まちなか地域おこし協力隊員設置事業

事業
計画

期間限定複数年度
事業
期間

H28年度～　　年度
根拠
法令

条例等

地域おこし協力隊推進要綱
佐野市地域おこし協力隊員設置
要綱

令和3年4月に1名、更に同年5月に1名を委嘱し、現在１名の隊員が活動中である。
1 活動地域：中心市街地（佐野駅周辺）及び地域市街地（田沼駅周辺・葛生駅周辺）
2 活動支援：週１回の打合せ、月１回の報告会、研修案内等
3 任用形態及び任務
　・非雇用隊員　江田睦美（地域市街地活性化）　R3.4.1～
　・委託隊員　　 髙橋浩二 （中心市街地活性化）  R3.5.1～R4.4.30　※退任
4 隊員別の概要　　下記参照　　
5 令和３年度活動状況
　まちなかオンラインツアー、まちなかカフェ動画配信、佐野日大高校とのコラボ企画「ＳＡＮＯ de ＣＡＦＥ」プロジェクト、佐野わくわくバー
ンプロジェクト、地域市街地活性化に関するアンケート　他
6 特記事項
(1) 江田隊員は、令和3年4月1日からさのまちづくり株式会社の契約社員として雇用されたが、同社の業務縮小に伴い、12月末日をもっ
て退社し、1月から非雇用隊員へ任用替えの上、地域市街地活性化のための活動に従事している。
(2) 髙橋隊員は、令和3年5月1日からさのまちづくり株式会社の契約社員として勤務している。
(3) 令和3年度当初は、さのまちづくり株式会社の体制強化を図るため、地域おこし協力隊員2名を活用したまちづくりを業務とする「地域
おこし推進業務委託」を同社に発注し、隊員の給与及び共済費等の支払い、活動の調整、指導及び支援、　活動実績のとりまとめ及び
広報・情報発信、研修、生活及び定住のための支援にあたってきた。

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

　佐野市の地域おこし（中心市街地活性化）に
興味、関心のある人

対象指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

　中心市街地の店舗等との交流が促進されて
いる。
　隊員がよそ者目線で活動し、魅力的なにぎ
わいのある中心市街地を創出する。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

人の交流がさかんな商業地域となっている。
上位成果指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

人
件
費

事
業
区
分

　市外の人材を本市に誘致し、地域活動（中
心市街地）に従事してもらうことをもって、地域
力の維持及び強化を図る。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 まちなか地域おこし協力隊員設置事業 担当部 産業文化スポーツ部 担当課 産業政策課 担当係 まちなか活性化係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

人口減少や高齢化等が進行し、地域コミュニティの弱体化、地域力の低下が見え始めた地域が出てきている。そのような地
域で行う各種活動において、地域住民のみでは困難な場合が生じてきている。また、地域おこし協力隊推進要（総務省通
知）により、３大都市圏の住民が地方での地域活性化に取り組むための制度が確立された。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

政府は、まち・ひと・しごと創生総合戦略に地域おこし協力隊員を位置付け、２０２０年に４０００人とする
目標を定めた。（２０１３年実績：９７８人）これにより、各地で増加していくものと考えられる。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

地域おこし協力隊の設置は良い制度なので、活用できるよう努力してほしい。

結びついている
理由・
改善案

　地域力の維持・強化を図るため、地域住民自らが行う活動に対し、行政が地域おこし協力隊員を委嘱
し、その地域活動を支援するものであるため。

市が行わなければならない
理由・
改善案

行政には、地域住民の行う活動に対し、支援する責務がある。また、地域おこし協力隊員は、市が委嘱
するものと総務省通知で定められている。

妥当である
理由・
改善案

本市が地域おこし協力隊員を設置するためには、本市の各地域で行われる地域活性化のための活動
を知ってもらうこと、募集に応募してもらう必要があることから。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

地域おこし協力隊員に関心のある者は、自ら情報を収集しており、その主な情報源となる移住・交流機
構（JOIN）にはすでに参加済みであり、そこへ募集記事を掲載することで成果は上がるものと考える。
それだけで足りない場合は、各種地域おこし・田舎暮らし関連イベントへの出展等検討する。

理由・
改善案

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

地域おこし協力隊員が活動する経費を削減すると、効果的な活動を妨げる可能性もあり、削減余地は
ない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

地域おこし協力隊員は、市が委嘱するものである。

総
合
評
価

地域おこし協力隊員の活動により、地域が活性化されたとき。

成
果

向
上

○

維
持

×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月

年度

１

２

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 23 日

評価対象年度　令和 3 政策体系コード 1211

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 産業文化スポーツ部 担当課 産業政策課

基本目標 魅力ある産業で賑わう活力あるまちづくり 担当係 まちなか活性化係 担当課長名 塩野目　　裕

政　　策 地域資源を活かしたまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 中心市街地及び地域市街地の活性化 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 中心市街地の賑わい創出 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 その他市民に対する事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和3年度実績（令和3年度に行った主な活動内容）

歩行者通行量調査・空き店舗調
査回数

回 2 2 0 1 2

佐野市まちなか活性化推進協議
会の会議等開催回数

回 3 3 1 1 0

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

中心市街地活性化計画区域面積 ｈａ 165 165 165 96 96

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

中心市街地歩行者通行量（平日・5か所） 人 4,757 4,748 － 4,285 3,930

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市街地活性化施設の年間利用者数（まちなか
活性化ビル、ぱるぽーと、まちなかサロン） 人 134,503 125,647 112,671 54,343 61,708 

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 300 100 100 0 0
事業費計（A) 千円 300 100 100 0 0

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

交付金 300 交付金 100 交付金 100 交付金 0 交付金 0

正規職員従事人数 人 2 2 2 2 2
のべ業務時間 時間 360 360 360 360 360
人件費計（B) 千円 1,374 1,376 1,373 1,309 1,309

トータルコスト（A)＋（B) 千円 1,674 1,476 1,473 1,309 1,309

事務事業マネジメントシート

事務事業名 まちなか活性化推進協議会支援事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 10515 一般 8 4 1 まちなか活性化推進協議会支援事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

H20年度～　　年度
根拠
法令

条例等

中心市街地の活性化に関する法律
佐野市まちなか活性化推進協議会規約

（まちなか活性化推進協議会の活動）
・令和2年3月31日をもって、佐野市中心市街地活性化基本計画の計画期間が満了し、検討を進めてきた第2次佐野市中心
市街地活性化基本計画策定の見通しが立ったことから、佐野市まちなか活性化推進協議会は令和2年6月26日をもって解散
した。
・新しい協議会を起ち上げるため、第2次計画に盛り込んだ民間主導によるまちづくりが重要である観点から、事務局を市か
らさのまちづくり株式会社へ移管するべく、令和2年度から継続して同社との協議をもったが、マンパワー不足等の理由により
拒否され、事務局の承諾に至っていない。
・新しい協議会が設立されないため、交付金の支出もなかった。

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

中心市街地区域
対象指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

　中心市街地の現状を把握するとともに、活性化
に向けた検討を行い、中心市街地の活性化を推
進する。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

人の交流がさかんな商業地域となっている。
上位成果指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

人
件
費

事
業
区
分

　中心市街地の活性化を推進するため、佐野市
まちなか活性化推進協議会に対して、交付金の
交付や事務局を担うことで運営支援を行う。

※佐野市まちなか活性化推進協議会とは、中心
市街地の活性化を総合的かつ一体的に推進する
ことを目的とし、佐野商工会議所、学識経験者、
商業関係者等を委員として構成している団体であ
る。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 まちなか活性化推進協議会支援事業 担当部 産業文化スポーツ部 担当課 産業政策課 担当係 まちなか活性化係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

　中心市街地活性化策を検討する上で必要となる基礎データを継続的に収集し調査研究するため、平
成２０年度から事業を開始した。
平成２６年度までは中心市街地活性化推進事業であったが、平成２７年度より事業を分割した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

・本市の中心市街地は、新都市などの郊外開発や自動車社会の影響により、人口減少や空き店舗増
加といった空洞化が進んでいる。
・令和2年6月26日をもって、佐野市まちなか活性化推進協議会を解散し、さのまちづくり㈱を事務局と
する民間主導の新しい協議会を起ち上げるため、調整を続けている。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

　中心市街地を活性化することは、佐野市全体の活性化に繋がることになるので、ぜひ活性化事業を推進し
てほしいとの要望がある。また、令和3年度は議会一般質問において、第2次中心市街地活性化基本計画に
基づく賑わい創出、空き店舗活用にぎわい創出事業補助金の活用について質問があった。

結びついている
理由・
改善案

　中心市街地活性化推進のための事業を行う組織を支援することは、市民との協働による中心市街地
の活性化を推進し、魅力的で住みやすい市街地とするという上位目的に貢献するものである。

委ねられる・委ねられる可能
性がある

理由・
改善案

　協議会は、まちづくり会社や商工会議所等が中心となって組織しているものが大半であるが、協議会
の支援を市が行うのは当然である。

妥当である
理由・
改善案

　この事業を行うことで、中心市街地の現状及び課題把握、基本計画に定める各種事業推進に貢献す
るため、対象・意図は妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

　市民を中心とした組織である佐野市まちなか活性化推進協議会で、佐野市中心市街地活性化基本
計画に定める事業の更なる推進を図ることが必要である。

理由・
改善案

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

　運営費支援のため、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

　中心市街地の活性化は、人口減少社会における持続可能な都市づくりや自治体の財源確保の観点
から、市民全体の利益として捉える必要があり、特定の受益者負担はない。

総
合
評
価

　中心市街地が活性化した状態（まちなか居住の促進、定住人口・来街者の増加など）になれば、事業終了することも可能である。

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月
年度

１

２

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 23 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 1211

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 産業文化スポーツ部 担当課 産業政策課

基本目標 魅力ある産業で賑わう活力あるまちづくり 担当係 まちなか活性化係 担当課長名 塩野目　　裕

政　　策 地域資源を活かしたまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 中心市街地及び地域市街地の活性化 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 中心市街地の賑わい創出 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 指定管理者

事業分類 施設維持管理事業（市以外が主体）

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

指定事業実施数 回 13 13 12 3 4

自主事業（ぱるぽーとマルシェ）延
べ来場者数

人 3,880 5,200 4,950 0 0

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

施設の利用者数 人 92,836 88,196 74,078 26,690 35,099

観光客入り込み数 千人 8,882 8,741 8,575 6,474 6,503

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

施設の利用者数 人 92,836 88,196 74,078 26,690 35,099

施設のクレーム対応件数 件 7 8 2 4 8

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市街地活性化施設の年間利用者数（まちなか
活性化ビル、ぱるぽーと、まちなかサロン） 人 134,503 125,647 112,671 54,343 61,708 

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円 3 3 3 4 1
一般財源 千円 30,316 30,413 29,755 30,500 30,991

事業費計（A) 千円 30,319 30,416 29,758 30,504 30,992
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

需用費 184 需用費 289 需用費 0 需用費 326 需用費 387

役務費 217 役務費 218 役務費 218 役務費 221 役務費 222

指定管理料 29,919 指定管理料 29,909 指定管理料 29,540 指定管理料 29,957 指定管理料 30,383

正規職員従事人数 人 2 2 2 2 2
のべ業務時間 時間 480 480 480 480 480
人件費計（B) 千円 1,832 1,834 1,831 1,746 1,745

トータルコスト（A)＋（B) 千円 32,151 32,250 31,589 32,250 32,737

事務事業マネジメントシート

事務事業名 佐野駅前交流プラザ指定管理事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 10516 一般 7 1 6 佐野駅前交流プラザ指定管理事業

事業
計画

単年度のみ
事業
期間

H22年度～　　年度
根拠
法令

条例等

・令和３年度は、指定管理者による施設設備の維持管理を行った。
・新型コロナウィルスが感染拡大する中、市のコロナ対策に基づいて、開館時間の変更をはじめ、2階多目的ホー
ル及び駅前交流広場等の貸館業務を一時停止するなど、感染防止に万全の対策を講じた。
・コロナの影響により、様々な指定事業や自主事業が中止となる中、「第11回さのクールアースデー2021」を共催
したほか、「FANTASTICILLUMINATION in SANO2021」を実施したほか、なお、3月21日をもって、まん延防止等
重点措置が解除されたことに伴い、3月26日(土)に「さのスプリングフェスタ2022」及び「佐野駅前お笑いライブ」を
開催した。

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

①施設・駅利用者（市民・来訪者）
②来訪者（観光客）

対象指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

①施設を安全・安心して利用できる。
②駅利用者が快適に利用できる、便利であると
実感できている。
③来訪者（観光客）が、知りたい観光情報を入
手できる。
④まちなかに活気が出てきたと実感している。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

人の交流がさかんな商業地域となっている。
上位成果指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

人
件
費

事
業
区
分

　佐野駅前という立地の優位性を活かし、公共交通（鉄道・バス）の結
節点として気軽に立ち寄れる施設機能、交通・観光の情報発信機能、
そして多くの市民が集まり、にぎわいを創出する機能を持たせることに
より、公共交通機関利用者の利便性向上・中心市街地活性化推進を図
ることを目的として、佐野駅前交流プラザ「ぱるぽーと」を建設、平成２
２年７月１日に供用を開始した。
　供用開始と同時に、指定管理者制度により、民間企業へ管理業務を
委託している。
　施設は、１階が待合所及び観光案内所、２階が多目的ホールとなって
いる。また、外には交流広場があり、多目的ホール及び交流広場は市
民に貸出をしている。　
　このほか、施設利用者のための駐車場（駐車台数１０台）も完備して
いる。原則、毎日開館しており、開館時間は午前７時から午後１１時ま
で（待合所）となっている。
　指定管理者は、施設設備の維持管理を行うとともに、指定事業として
交流広場及び多目的ホールでまちなか活性化のための事業及び佐野
駅南イルミネーション事業等を開催している。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 佐野駅前交流プラザ指定管理事業 担当部 産業文化スポーツ部 担当課 産業政策課 担当係 まちなか活性化係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

　平成１５年度に完成した「佐野駅自由通路及び橋上駅化整備事業」に伴い発生した駅舎跡地を、平
成１９年度に購入する覚書をJR東日本と取り交わしたのをきっかけに、その跡地の有効活用について
検討し始めた。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

　中心市街地の空洞化が進行するなか、まちづくり三法の見直しが行われた。これにより、郊外型の大
型店の出店を規制する動きがあり、平成１５年に新都市地区にオープンした大型ショッピングセンター
を利用した方に佐野駅周辺へ来ていただくにはどうすべきかとの意見が増えている。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

　佐野駅前交流センターは、議会や市民から、中心市街地の再生の一助となることが期待されている。
運営の方法については、地域交流センター運営等検討委員会から、柔軟な運営力や企画実施力が発
揮できる指定管理者による運営管理が望ましいと提言された。

結びついている
理由・
改善案

　この事業は、第2次佐野市中心市街地活性化基本計画に位置づけられた市民交流拠点施設について、利
用者が安全かつ快適に利用でき、かつ知りたい情報を入手することができるために適正な維持管理を行う事
業である。
この取り組みを行うことは、魅力的で住みやすい中心市街地とするという上位目的につながるものである。

委ねている
理由・
改善案

　この事業は、第2次佐野市中心市街地活性化基本計画に位置づけられた市民交流拠点施設である
ため、市は施設を管理する責務がある。ただし、民間事業者の優れた経営力、企画力等により施設管
理を行うことで、より良い施設管理ができるものと判断し、供用開始と同時に指定管理者による施設管
理を行っている。

妥当である
理由・
改善案

　この事業は、施設利用者及び来訪者が、施設を安心・快適に利用でき、知りたい情報などを入手でき
るための施設管理を行うこと、そして、にぎわい創出のためのイベント開催などを行う事業であるため、
対象と意図は妥当である。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

　現在、指定管理者による施設管理を行っている。今後、施設利用者を増やす取り組みやにぎわい創
出のためにどのようなイベントを行うべきかについて、指定管理者と協議し見直すことは可能である。

理由・
改善案

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

　事業費の大半は指定管理料であるが、基準額より低い金額で指定管理料を計上しているため、これ
以上の削減余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

　この事業の直接の受益者は施設利用者である。施設利用者からは、適正な使用料を徴収しているため、今
のところ見直す必要はないと考える。
この他、待合所や観光案内所などの受益者は市民・来訪者で特定されないため、受益者負担を求める必要
はない。

総
合
評
価

　佐野駅前交流プラザが存在するかぎり、この事業は継続される。

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月

年度

１

２

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 23 日

評価対象年度　令和 3 政策体系コード 1211

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 産業文化スポーツ部 担当課 産業政策課

基本目標 魅力ある産業で賑わう活力あるまちづくり 担当係 まちなか活性化係 担当課長名 塩野目　　裕

政　　策 地域資源を活かしたまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 中心市街地及び地域市街地の活性化 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 中心市街地の賑わい創出 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 施設維持管理事業（市主体）

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

まちなか活性化ビルの利用者数 人 12,371 13,066 8,905 5,035 7,477

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

中心市街地活性化計画区域に属する町の人
口（1/1現在） 人 7,428 7,408 7,279 6,997 3,164

人口（住基台帳４月１日現在） 人 120,018 119,348 118,450 117,706 116,982

まちなか活性化ビルの利用者数 人 12,371 13,066 8,905 5,035 7,477

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

まちなか活性化ビルの利用者数 人 12,371 13,066 8,905 5,035 7,477

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市街地活性化施設の年間利用者数（まちなか
活性化ビル、ぱるぽーと、まちなかサロン） 人 134,503 125,647 112,671 54,343 61,708 

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円
県支出金 千円
地方債 千円
その他 千円 140 120 134 106 127

一般財源 千円 7,331 6,874 7,497 6,607 12,492
事業費計（A) 千円 7,471 6,994 7,631 6,713 12,619

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

需用費 3,090 需用費 2,629 需用費 2,448 需用費 2,229 需用費 4,370

役務費 8 役務費 9 役務費 9 役務費 7 役務費 9

委託料 4,318 委託料 4,309 委託料 4,381 委託料 4,429 委託料 6,938

使用料及び賃借料 48 使用料及び賃借料 48 使用料及び賃借料 48 使用料及び賃借料 48 使用料及び賃借料 48

負担金 7 工事請負費 745 工事請負費 1,254

正規職員従事人数 人 2 2 2 2 2
のべ業務時間 時間 1,008 1,008 1,008 1,008 1,008
人件費計（B) 千円 3,847 3,852 3,846 3,666 3,665

トータルコスト（A)＋（B) 千円 11,318 10,846 11,477 10,379 16,284

事務事業マネジメントシート

事務事業名 まちなか活性化ビル管理運営事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 10517 一般 7 1 2 まちなか活性化ビル管理運営事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

H22年度～　　年度
根拠
法令

条例等

　情報発信拠点として、伝統工芸品、地元芸術家等の作品展示、にぎわい創出拠点として、チャレンジショップが充分運営できるととも
に、さのまちづくり株式会社のオフィスとして、快適な執務環境が提供できるよう施設の維持管理を行った。
１ 業務委託　［施設の適正な維持管理を図るため、1階受付の来館者対応や2階・3階利用者への鍵の受渡し等の業務を民間委託。］　
(1)業務名：まちなか活性化ビル受付等業務委託　　(2)契約日：令和3年9月14日
(3)履行期間：令和3年11月1日～令和6年10月31日　　(4)契約業者：日本環境マネジメント(株)栃木支店（宇都宮市戸祭町2114）
(5)契約金額：￥20,869,200-（R3執行額 2,898,500円）　　　
２ 施設改修
(1)まちなか活性化ビル４階エアコン改修工事　［1,254,000円　(有)カワダ住宅設備　8/10契約、8/20完成］
(2)まちなか活性化ビル3階エアコン修繕　［446,600円　(有)カワダ住宅設備　8/17契約、9/1完成］
(3)まちなか活性化ビル１階エアコン修繕　［984,500円　(有)カワダ住宅設備　1/21契約、2/10完成］
(4)まちなか活性化ビル屋上排水縦樋修繕　［488,400円　前出鳶工業　9/14契約、10/8完成］
３ コロナ対応　［新型コロナウイルス感染拡大に伴い、市のコロナ対策に基づき、次のように感染拡大防止対策を講じた。］
・7/30～8/5　市民限定利用（陶芸館・市民ギャラリー）　
・8/6～9/30　休館（陶芸館・市民ギャラリー）
・10/1～10/14　開館時間短縮 17時→16時（陶芸館）、市民限定利用（市民ギャラリー）
・1/27～3/21　 時短及び人数制限（陶芸館）、人数制限（市民ギャラリー）
※チャレンジショップ及びさのまちづくり㈱は十分な感染防止対策の上、営業継続。

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

施設利用者（市民、市外からの来訪者）
対象指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

①快適に施設を利用してもらう。
②必要な情報を得ることができる。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

人の交流がさかんな商業地域となっている。
上位成果指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

人
件
費

事
業
区
分

　まちなか活性化ビルは、中心市街地の活性化を図る
ため、まちなかのにぎわい創出及び情報発信の拠点とし
て、平成２２年１１月３日にリニューアルオープンした。
　この施設は、県道桐生岩舟線と駅前通り、市道１級１
号線が交差する中心市街地エリアのほぼ中央に位置す
るため、中心市街地活性化の拠点施設として重要な施
設である。また、他の拠点施設である佐野駅前交流プラ
ザぱるぽーとやまちなかサロンと連携を図り、回遊性を
高めることにより、活力ある中心市街地の形成を図るこ
とが重要である。
　施設の１Ｆは「人間国宝田村耕一陶芸館」、２Ｆは「市
民ギャラリー」、３Ｆは「チャレンジショップ」となっている。
また、「まちの駅」や「あかちゃんの駅」にも指定されてお
り、この事業は市民をはじめ、市外からの来訪者を受け
入れるため、適正な維持管理を行うための事業である。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 まちなか活性化ビル管理運営事業 担当部 産業文化スポーツ部 担当課 産業政策課 担当係 まちなか活性化係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名 佐野駅前交流プラザ指定管理事業

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

　当初このビルは、１階を佐野日本大学学園から使用賃借し、「人間国宝田村耕一陶芸館」として利用
していたが、平成２１年度にビル全部を佐野日本大学学園から取得し整備、平成２２年１１月３日にまち
なか活性化ビル「佐野未来館」としてリニューアルオープンした。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

　まちづくり三法が制定された後も、中心市街地の状況は必ずしも改善されていない。このまま中心市
街地が衰退し、市街地の機能が郊外へと拡散していくと、少子高齢化により、コミュニテｲが荒廃する恐
れが懸念される。そこで、中心市街地の活性化を図り、コンパクトシテイを目指す必要がある。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

　中心市街地の居住人口は減少傾向にあり、地域の住民からは、中心市街地の活性化を望む声が多
い。また、議会からも中心市街地を活性化させる施策を充実させるよう要望がある。

結びついている
理由・
改善案

　まちなか活性化ビルは、総合計画の施策「中心市街地及び地域市街地の活性化」を推進するための
拠点として重要な施設であり、この施設を適正に維持管理することは、政策体系に結びつくものであ
る。

委ねられる・委ねられる可能
性がある

理由・
改善案

　まちなか活性化ビルは、まちなか活性化を推進するための重要な拠点施設であるため、市が直接維
持管理しているが、令和3年11月から受付案内業務の民間委託を実現したところであり、今後、維持管
理も含め、指定管理とする余地もある。

妥当である
理由・
改善案

　この事業は、施設利用者（市民・市外からの来訪者）が、必要な情報を入手したり、快適に施設を利
用してもらうための事業であるため、対象と意図は合っている。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

現在、１階は「人間国宝田村耕一陶芸館」、２階は「市民ギャラリー」、３階は「チャレンジショップ」、４階は事務室となってい
る。新庁舎建設に伴い、４階の事務室が移転したため、一部をおためしサテライトオフィスとして使用し、一部をさのまちづく
り株式会社へ使用許可している。
　施設の維持管理を民間やＮＰＯ、市民団体等に委託することができるか検討することも必要である。

類似事務事業はあるが、統
合・連携できない 理由・

改善案

　中心市街地活性化の拠点施設として、佐野駅前交流プラザなどの他の拠点施設と連携して事業を展
開し、相乗効果を図っている。

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

　現在、維持管理に必要な最小限の事業費であるので、削減は難しい。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

　一定の利用料金を設定すると利用者や入館者などの減少が懸念され、まちなかの活性化につながら
ないことが懸念されるため、現在のところ見直す必要はないと考える。

総
合
評
価

　まちなかに活気が戻ったと思われる状態になれば、事業の目的は達成されるが、施設が存続される限り、本事業の終了はない。

成
果

向
上

○

維
持

×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月

年度

１

２

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 23 日

評価対象年度　令和 3 政策体系コード 1211

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 産業文化スポーツ部 担当課 産業政策課

基本目標 魅力ある産業で賑わう活力あるまちづくり 担当係 まちなか活性化係 担当課長名 塩野目　　裕

政　　策 地域資源を活かしたまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 中心市街地及び地域市街地の活性化 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 中心市街地の賑わい創出 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 施設維持管理事業（市主体）

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

中心市街地活性化計画区域に属する町の人
口（1/1現在） 人 7,428 7,408 7,279 6,997 3,164

中心市街地歩行者通行量（平日・5か所） 人 4,757 4,748 － 4,285 3,930

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

ポケットパークを利用したイベント数 回 ― 3 3 0 2

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

まちなか活性化ビルの利用者数 人 12,371 13,066 8,905 5,035 7,477

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市街地活性化施設の年間利用者数（まちなか
活性化ビル、ぱるぽーと、まちなかサロン） 人 134,503 125,647 112,671 54,343 61,708 

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 31 27 47 95
事業費計（A) 千円 0 31 27 47 95

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

光熱水費 30 光熱水費 25 光熱水費 46 光熱水費 63

火災保険料 1 火災保険料 2 火災保険料 1 火災保険料 2

業務委託料 0 業務委託料 0 業務委託料 30

正規職員従事人数 人 2 2 2 2
のべ業務時間 時間 360 360 360 360
人件費計（B) 千円 0 1,376 1,373 1,309 1,309

トータルコスト（A)＋（B) 千円 0 1,407 1,400 1,356 1,404

事務事業マネジメントシート

事務事業名 まちなかにぎわい空間維持管理事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 10518 一般 7 1 2 まちなかにぎわい空間維持管理事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

H30年度～　　年度
根拠
法令

条例等

佐野市中心市街地活性化広場条例
佐野市中心市街地活性化広場条例施行
規則

１ 利用状況
・R3.12.1～12.26　さのまちなかテラス開催（キッチンカー出店）　・R3.12.1～R4.2.14  イルミネーション点灯
２ 維持管理
(1)業務名：まちなかにぎわい空間立木剪定及び残材処分業務委託　　(2)契約業者：（公社）佐野市シルバー人材センター
(3)契約金額：30,000円　　(4)経過：8/12契約、8/22完了
３ 特記事項
(1)新型コロナウイルス感染拡大の影響によりイベントの開催が自粛される中、当該施設の利用は低調であった。
(2)2020東京オリンピック・パラリンピックに伴う聖火リレーの周知を図るとともに、聖火リレー終了後も記憶として残すた
め、プレゼンティングパートナーにより設置されている自動販売機１台について、設置料及び電気料の収入を得た。
■設置者　　コカ・コーラボトラーズジャパン㈱佐野セールスセンター　支店長　戸塚秀樹（佐野市下羽田町2005-2）　　　
■契約年月日　　令和2年3月11日
■設置台数及び使用面積自動販売機１台　246.02㎡の内1.2㎡　
■契約期間　　令和2年3月17日～令和5年3月31日
■設置料　　毎月の売上金額の15％
■電気料　　前月の電気使用料単価に基づき、自販機設置の子メーターが表示する使用量から電気料を算出の上請求
■収入金額　　（設置料）49,128円　（電気料）23,025円

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

・ポケットパーク
・ポケットパーク利用者

対象指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

①快適に施設を利用してもらう。
②必要な情報を得ることができる。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

人の交流がさかんな商業地域となっている。
上位成果指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

人
件
費

事
業
区
分

・佐野駅周辺地区（第二期）都市再生整備計
画において、まちなか活性化のシンボル軸と
なる市道１級１号線の道路拡幅に併せ、イベン
ト開催や近隣住民の交流を図るためのポケッ
トパーク等を整備し、中心市街地のにぎわいを
創出するとともに、災害時には本庁舎と連携し
て防災機能を持たせた空間として整備した。
・維持管理として安全で快適に利用してもらう
ため、立木等の剪定や草刈り等を実施する。
・軽トラ市やフリーマーケット等を開催する場
合の管理を実施する。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 まちなかにぎわい空間維持管理事業 担当部 産業文化スポーツ部 担当課 産業政策課 担当係 まちなか活性化係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

　まちなか活性化のシンボル軸となる市道１級１号線の道路拡幅に併せ、イベント開催や近隣住民の
交流を図るためのポケットパーク等を整備することにより、中心市街地のにぎわいを創出するとともに、
災害時には本庁舎と連携して防災機能を持たせた空間として活用するために整備した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

　人口減少、少子高齢化の進展、空き店舗数の増加など中心市街地の抱える課題は深刻なものがあ
る。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

　市民からは、まちなかの衰退に歯止めをかけ、にぎわいを取り戻す仕掛けの一つとして期待されてい
る。

結びついている
理由・
改善案

　イベント開催や、高齢者をはじめとした近隣住民の交流の場を整備することは、まちなかのにぎわい
とコミュニティの形成を図るための重要な取り組みであり、結果的に魅力的なまちづくりに結びつくもの
である。

市が行わなければならない
理由・
改善案

　この事業は、都市再生整備計画に掲げた市道整備と一体的な整備であるため、市が行うことは妥当
である。

妥当である
理由・
改善案

　この事業を行うことで、対象区域の居住者が今までより住みやすくなったと実感してもらい、来訪者等
が今まで以上にまちなかに来てもらうことができれば、まちなかの活性化につながるため、対象と意図
は妥当なものである。

成果向上余地がない
理由・
改善案

　施設の管理及び運営事業なので、成果向上の余地はない。

類似事務事業はない
理由・
改善案

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

　維持管理に必要最低限のコストであるため、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正で
ある

理由・
改善案

　市民相互の交流の場として使用する場合は、受益者負担金は徴収せず、占用して使用する場合は
条例に基づき使用料を徴収しているので、見直す必要はない。

総
合
評
価

　維持管理が主な業務であるため、ポケットパークが存在する限り継続する。

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月

年度

１

２

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 23 日

評価対象年度　令和 3 政策体系コード 1211

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 産業文化スポーツ部 担当課 産業政策課

基本目標 魅力ある産業で賑わう活力あるまちづくり 担当係 まちなか活性化係 担当課長名 塩野目　　裕

政　　策 地域資源を活かしたまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 中心市街地及び地域市街地の活性化 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 中心市街地の賑わい創出 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 参画事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

会議出席回数 回 4 5 4 4 4

研修会参加回数 回 5 10 5 8 4

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

係員数 人 4 4 4 4 3

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

知識や意識が向上したと感じる職員
の割合

％ 100 100 100 100 100

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

中心市街地空き店舗活用件数（累計） 件 50 54 57 59 63 
市街地活性化施設の年間利用者数（まちなか
活性化ビル、ぱるぽーと、まちなかサロン） 人 134,503 125,647 112,671 54,343 61,708

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 60 60 60 60 60
事業費計（A) 千円 60 60 60 60 60

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

負担金 60 負担金 60 負担金 60 負担金 60 負担金 60

正規職員従事人数 人 2 2 2 2 2
のべ業務時間 時間 30 100 100 100 30
人件費計（B) 千円 114 382 382 364 109

トータルコスト（A)＋（B) 千円 174 442 442 424 169

事務事業マネジメントシート

事務事業名 栃木県まちなか元気会議参画事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 10519 一般 7 1 2 栃木県まちなか元気会議参画事業

事業
計画

単年度のみ
事業
期間

H11年度～　　年度
根拠
法令

条例等

中心市街地の活性化に関する法律
栃木県まちなか元気会議規約

１　概要
　負担金（60,000円)を支出。年1回の総会(会員：市長)、年2回の幹事会(産業立市推進課長）、年1回の担当者会
議、講演会、先進地視察及び研修会等に参加。
２　事業経過
(1)会議　
　　・総会　R3.5.21　※書面協議　（R2事業報告及び収支決算報告、R3事業計画及び収支予算決定）　
　　・第1回担当者会議　R3.9（R3事業計画の中間報告、R4事業計画の意見照会）
　　・第1回幹事会　R3.11.19（R3事業計画の中間報告、R4事業計画の意見照会）
　　・第2回幹事会　R4.3.14
　(2)調査研究・普及啓発等
　　①全体ワークショップ　R3.5.21（ＷＥＢ開催）　講演「民間主導・公民連携のまちづくり」
　　②まちづくり研修会　R3.7.2（ＷＥＢ開催）　　　講演「都市の再生に向けた官民連携によるまちづくり」
　　③実現促進タウンミーティング　〈第1回〉足利市　R4.2.21 〈第2回〉矢板市　R2.3.7 

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

①市職員
対象指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

①中心市街地活性化についての県内外の事例
や最新情報を得る。
②中心市街地活性化についての意識や資質の
向上を図る。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

①中心市街地活性化についての県内外の事例
や最新情報を得る。
②中心市街地活性化についての意識や資質の
向上を図る。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

人
件
費

事
業
区
分

　栃木県まちなか元気会議に会員として負担金を
支出している。また、元気会議主催の会議や研修
会に参加することにより、中心市街地活性化に関
する情報収集や意見交換を行っている。

＊栃木県まちなか元気会議とは、中心市街地の
活性化の推進を目的として、県内市町の自治体
を会員として構成している団体である。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 栃木県まちなか元気会議参画事業 担当部 産業文化スポーツ部 担当課 産業政策課 担当係 まちなか活性化係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

　平成１１年７月に県と関係市町村で構成される協議会が設立され、会員となった。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

　人口減少、少子高齢化の進展、空き店舗数の増加など中心市街地の抱える課題は、本市に限らず
全国各地においても深刻な問題となっている。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

　研修会参加者からは、先進地の事例を勉強することができ、中心市街地活性化の参考になるとの意
見が多い。

結びついている
理由・
改善案

　市職員が栃木県まちなか元気会議に参画し、中心市街地活性化についての県内外の事例や最新情
報を得ることは、本市における中心市街地活性化を推進することにつながるものである。

市が行わなければならない
理由・
改善案

　栃木県まちなか元気会議の会員は、栃木県まちなか元気会議規約第４条に基づき、当会議の目的（中心
市街地活性化推進のための調査・研究、関係職員相互の情報交換・意見交流による各市町の中心市街地の
活性化推進）に賛同する市町によって構成され、会員は各市長・町長とすると定められているため、市が参画
すべきものである。

妥当である
理由・
改善案

　栃木県まちなか元気会議規約に基づき、会員は市長となっているが、実質的に会議や研修会は職員
が参加し、県内外の中心市街地活性化のための事例や最新情報を入手し、本市の中心市街地の活性
化につなげているものであるので、対象と意図は妥当である。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

　これまで、他市町の活性化事例を参考にし、本市の中心市街地活性化基本計画を策定するなどの成
果を挙げることができており、今後も他市町の事例を参考としながら、本市の中心市街地の活性化に
取り組む必要がある。

理由・
改善案

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

　事業費は当会議に参画するための負担金で、一定額が決められているため、現在のところ削減余地
はない。人件費については、会議・研修会への参加に係るものであるが、最少人数での参加であるた
め、これも削減余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

　この事業の直接の受益者は、この会議に参画している市職員であるが、この会議に参加することによ
り、他市町のまちなか活性化の取組を学び、本市の取組に活かすことができるので、結果的には市民
が受益者となるため、受益者負担を求める必要がない。

総
合
評
価

　栃木県まちなか元気会議が解散されれば、事業は廃止となる。

成
果

向
上

維
持

〇 ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月

年度

１

２

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 23 日

評価対象年度　令和 3 政策体系コード 1211

評価区分（事前評価・事後評価） 事前評価（Ａ・Ｃ表）

担当部 産業文化スポーツ部 担当課 産業政策課

基本目標 魅力ある産業で賑わう活力あるまちづくり 担当係 まちなか活性化係 担当課長名 塩野目　　裕

政　　策 地域資源を活かしたまちづくり 新規事業・継続事業 新規事業

施　　策 中心市街地及び地域市街地の活性化 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 中心市街地の賑わい創出 市単独事業・国県補助事業 国県補助事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 支援事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

仕業数（車両台数及び運転士人数） 仕業 3

1日運行回数 便 24

感染防止対策を講じた車両台数 両 4

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

市人口 人 116,982

1日運行回数 人 24

観光客入込客数 千人 6,503

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

佐野新都市線利用者数 人 127,744

佐野新都市線収支率
（運賃収入/運行経費）

％ 66.57

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市街地活性化施設及び公共
交通機関の年間利用者数　

人 158,529

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（２月補正後予算額） Ｒ３年度（査定後予算額）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 11,300
事業費計（A) 千円 0 0 0 0 11,300

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

補助金 11,300

正規職員従事人数 人 0 2
のべ業務時間 時間 0 720
人件費計（B) 千円 0 2,618

トータルコスト（A)＋（B) 千円 0 13,918

事務事業マネジメントシート

事務事業名 新型コロナウイルス感染症対策佐野新都市バス支援事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 10669 一般 7 1 2 新型コロナウイルス感染症対策佐野新都市バス支援事業

事業
計画

単年度のみ
事業
期間

R３年度～　　年度
根拠
法令

条例等

・佐野新都市バス事業連絡協議会設置要綱

・佐野新都市バス事業連絡協議会運営要領

　令和2年3月頃から感染拡大が始まった新型コロナウイルス感染症の影響により、旅客が大きく減
少した結果、令和2年度収支決算は12,999千円の赤字となった。
　こうした中、令和3年度に佐野新都市バス事業連絡協議会を３回開催し、令和2年度分の赤字につ
いては協議会において負担することで意見集約がなされ、本市は、「新型コロナウイルス感染症対策
地方創生臨時交付金」を活用の上、本路線において行われた感染防止対策や旅客数増加のために
要した経費相当額の補助金を交付することとした。
【構成団体別負担額】　
佐野市：11,300,000円、関東自動車株式会社：700,000円、佐野プレミアム・アウトレット：500,000円
イオンモール佐野新都市：500,000円

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

１ 市民、通勤通学利用者及び観光客
２ 佐野新都市線

対象指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

・中心市街地と佐野新都市地区の移動手段を
確保する。

対象指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

・利用客を安定的に確保することにより、運行
継続を図る。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

人
件
費

事
業
区
分

　佐野新都市と中心市街地を循環する「佐野
新都市線（万葉浪漫バス）」は、中心市街地活
性化、観光誘客の増進、交通渋滞の緩和、来
場者の利便性向上及び雇用の確保等の観点
から重要な路線であるため、新型コロナウイル
ス感染拡大が続く中、市民生活上の移動手段
確保の観点から、運行継続を支援する。
【内容】
　本路線において採られる感染防止対策や旅
客数増加のために要する経費相当額の補助
金を交付。
・感染防止設備取得、車両消毒
・車両修繕
・感染防止、利便性向上のための設備導入
（交通系ICカード導入等）

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 佐野新都市バス事業協議会支援事業 担当部 産業文化スポーツ部 担当課 産業政策課 担当係 まちなか活性化係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

事業のやり方改善（コストの
見直し）

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、旅客が大幅に減少した結果、令和2年度の佐野新都市線収支決
算において、支出が収入を大きく上回る状況に陥り、令和3年度も依然として厳しい運行を強いられていることか
ら、佐野新都市バス事業連絡協議会における当該年度の事業費負担に関する議論を契機に開始する運びと
なった。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

佐野新都市線は、新型コロナウイルス感染拡大前の平成30年度まで年間18万人台の旅客を輸送し
ていたが、令和元年度は「令和元年東日本台風」の影響による大雨災害や、年度末のコロナまん延
により16万8千人まで減少、令和2年度は緊急事態宣言発出による外出自粛や、感染防止対策とし
て3密回避が推奨された結果、いわゆる密室となるバスの利用が敬遠されたため、12万８千人まで
落ち込んだ。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

佐野新都市バス事業連絡協議会を構成するイオンモール佐野新都市や佐野プレミアム・アウトレットからは、
国・県等の要請に基づく外出自粛によって旅客が減少したことに鑑み、国の地方創生臨時交付金を活用して市
が支援額の大半を負担することに歓迎する声がある。一方、経営状況が厳しいのは協議会を構成する各社も
同様であることから、令和4年度以降は従前同様に協議会構成員が事業費負担する仕組を改め、黒字に転換
するための運行改善策の実施を強く求められている。

結びついている
理由・
改善案

この事業を通して、中心市街地と新都市地区を結ぶ市内バス路線の要である佐野新都市線の安定
的な運行を図ることは、利用者の利便性向上につながるものである。

市が行わなければならない
理由・
改善案

本路線の事業主体は関東自動車㈱であるが、公共交通の利便性向上や事業の継続性を図るため
の対策を講じる佐野新都市バス事業連絡協議会に市が参画し、必要な支援を行うことは妥当であ
る。

妥当である
理由・
改善案

バスを利用する市民、通勤通学者及び観光客等の利用客を安定的に確保し、本路線の運行継続
が図れれば、本路線が佐野新都市から中心市街地を循環することに鑑み、中心市街地のにぎわい
創出にもつながることが期待できるため、妥当である。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

利用促進策を講じ、利用客が回復することにより運賃収入が増加し、安定的な運行が確保されれ
ば、成果向上は可能であると考える。

類似事務事業はない
理由・
改善案

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、佐野新都市線の旅客が大幅に減少し、収支も悪化したため、補助
金交付に至ったものであるから、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正
である

理由・
改善案

この事業は、佐野新都市線の安定的な運行を図るための事業であり、受益者は市民及び観光客で
あるため、受益者は特定されず、受益者負担は適正である。

総
合
評
価

新型コロナウイルス感染が終息し、佐野新都市線の赤字が解消されるとき。

成
果

向
上

○

維
持

×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

今後、感染拡大により再度の外出自粛
が要請された場合、乗降客数の変化を
見極め、速やかに減便等の対応が取れ
るよう、
事業主体である関東自動車株式会社と
緊密に連携を図る必要がある。

①令和4年度以降は協議会構成員が事業費負担する仕組を改め、佐
野新　都市線の収支を黒字に転換の上、安定的な運行継続を図れる
よう、令和4年度以降は佐野新都市線の仕業数を3仕業から2仕業へ
縮小、ダイヤを24便から14便へ縮小、運賃（最大）を220円から310円
へ値上げする。
②協議会構成員が利用促進策を検討の上、実施する。



年 月

年度

１

２

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 30 日

評価対象年度　令和 3 政策体系コード 1211

施　　策 中心市街地及び地域市街地の活性化 実施計画事業・一般事業 一般事業

基本事業 中心市街地の賑わい創出 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事前評価（Ａ・Ｃ表）

担当部 都市建設部 担当課 都市計画課

基本目標 魅力ある産業で賑わう活力あるまちづくり 担当係 計画係 担当課長名 柳田雅和

事業分類 施設維持管理事業（市主体）

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

政　　策 地域資源を活かしたまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

清掃回数/日 回 2 2 2 2 1

　自由通路の清掃、エレベーター、エスカレーター、照明及び防犯カメラなどの維持管理を行った。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

エレベーター等保守点検回数/
月

回 1 1 1 1 1

施設及び防犯カメラ点検回数/
週

回 1 1 1 1 1

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

総延長 m 140 140 140 140 140

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

施設のトラブル件数 件 1 2 0 1 0

佐野駅自由通路 対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

　施設の安全で快適な状態を維持する

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

一般財源 千円 7,588 5,989 6,131 6,343 5,940
6,343 5,940

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

1,674

役務費 98 役務費 98 役務費 101 役務費 103 役務費 101

需用費 2,584 需用費 1,682 需用費 1,729 需用費 1,900 需用費

4,165委託料 4,906 委託料 4,209 委託料 4,301 委託料 4,340 委託料

364 364
トータルコスト（A)＋（B) 千円 9,496 7,900 8,039 6,707 6,304

人
件
費

正規職員従事人数 人 2 2 2 2 2
のべ業務時間 時間 500 500 500 100 100

事務事業マネジメントシート

事務事業名 佐野駅自由通路施設管理事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 11445 一般 8 4 1 佐野駅自由通路施設管理事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

Ｈ15年度～　　年度
根拠
法令

条例等

佐野市佐野駅自由通路条例
佐野市佐野駅自由通路条例施行規
則

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

人の交流がさかんな商業地域となっている。 上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市街地活性化施設の年間利用者数（まちなか
活性化ビル、ぱるぽーと、まちなかサロン） 人 134,503 125,647 112,671 54,343 61,708

　佐野駅自由通路の良好な維持管理を行う。
供用開始：平成１５年４月１６日
事業としては、自由通路の清掃、エレベーター
２基（北口及び南口）、エスカレーター１基（南
口）、照明、防犯カメラ（１３基）の維持管理を行
う。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 1,908 1,911 1,908

事業費計（A) 千円 7,588 5,989 6,131

その他 千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 佐野駅自由通路施設管理事業 担当部 都市建設部 担当課 都市計画課 担当係 計画係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

　平成15年4月に施設が供用開始になったことから、施設を安全で快適な状態を保つために事業を開
始した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

　駅周辺の環境整備が行われることにより、市民や観光客当の利便性の向上に寄与している。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよう
な意見・要望がありますか？

　平成16年度の一般質問で、自由通路に高齢者向けにベンチを置けないかとの要望があった。

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

　自由通路は市の施設であるため、維持管理は市が行う事業である。
これまで、維持管理を民間に委ねることも検討したが、鉄道敷の上部を通っているため、安全面で鉄
道会社との調整が難しいなどの課題があるため、市で直接維持管理している。

妥当である
理由・
改善案

　この事業は、自由通路を市民や来訪者が安全に利用してもらうため、施設の維持管理を行うための
事業であるため、対象と意図は妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

　この事業は施設に必要な維持管理の経費であり、改善の余地はない。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

　この事業は施設管理であり、自由通路が撤去されない限り、事業終了することはない。

結びついている
理由・
改善案

　自由通路を設置したことにより、駅南北地域の一体性の向上や、城山公園へのアクセスが良くなったことによ
り、中心市街地の活性化に寄与しており、政策体系に結びついている。また、エレベーターやエスカレーターの
設置により、障がい者や高齢者の方に対する利便性が向上している。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

　これまで、業務委託の内容の見直しを行い事業費を削減したため、これ以上の削減は困難である。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

　受益者は、施設を利用する不特定多数の市民等であるため、受益者負担を求めることはできない。

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×



年 月
年度

１

２

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 30 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 1211

施　　策 中心市街地及び地域市街地の活性化 実施計画事業・一般事業 実施計画事業
基本事業 中心市街地の賑わい創出 市単独事業・国県補助事業 国県補助事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 都市建設部 担当課 都市整備課

基本目標 魅力ある産業で賑わう活力あるまちづくり 担当係 市街地整備係 担当課長名 店網　亨

事業分類 施設等整備事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

政　　策 地域資源を活かしたまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

工事発注金額 千円 0 0 0 4,741 2,200

・道路詳細設計業務委託(市道佐野５７号線以外の路線）
・物件調査業務委託　建物３棟、工作物７件
・物件移転補償　建物７棟、工作物１件

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

業務委託発注金額 千円 0 0 16,209 29,304 17,028

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

事業区域 ha 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7
計画道路延長 ｍ 357 357 357 357 357

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

土地の使用収益率 ％ － 0.0 0.0 7.1 21.4

①事業区域
②区画道路

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

①道路等公共施設整備により利便性、防災性
が向上する。
②土地の利用価値が増進する。

道路工事進捗率 ％ － 0.0 0.0 0.0 0.0

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円 9,773 19,178 43,550
県支出金 千円

地方債 千円 8,700 17,200 39,100

一般財源 千円 2,594 14,967 15,102
51,345 97,752

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

123

旅費、需用費、役務費 243 旅費、需用費、役務費 153 業務委託料 17,028

委員報酬 84 委員報酬 152 旅費、需用費、役務費

2,200

土地購入費 4,494 工事請負費 4,741 土地購入費 51

業務委託料 16,209 業務委託料 29,304 工事請負費

46

移転補償金 78,304

負担金 38 土地購入費 16,995 負担金

12,730 14,544
トータルコスト（A)＋（B) 千円 3,816 22,926 30,605 64,075 112,296

人
件
費

正規職員従事人数 人 2 4 4 5 5
のべ業務時間 時間 1,000 6,000 2,500 3,500 4,000

事務事業マネジメントシート

事務事業名 駅南公園西土地区画整理事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 11524 一般 8 4 2 駅南公園西土地区画整理事業

事業
計画

期間限定複数年度
事業
期間

H29年度～R5年度
根拠
法令

条例等
土地区画整理法

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

中心市街地活性化計画区域においては、人
の交流がさかんな商業地域となっている。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市道佐野57号線の整備率 ％ － 0.0 3.1 10.2 25.7

　市道佐野５７号線の拡幅整備にあたり、防災
面や土地利用、中心市街地活性化等の観点
から、一部区間について土地区画整理事業に
より整備する。

　　　　計画面積：約０．７ｈａ
　　　　整備手法：土地区画整理事業

　平成２９年度～平成３０年度：土地区画整理
事業の都市計画決定、事業認可を行う。
　令和元年度～令和５年度：測量、仮換地指
定、建物移転、道路築造工事等を実施する。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 3,816 22,926 9,538

事業費計（A) 千円 0 0 21,067

その他 千円



#

B表（事後評価シート）

事務事業名 駅南公園西土地区画整理事業 担当部 都市建設部 担当課 都市整備課 担当係 市街地整備係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

　中心市街地道路整備基本計画により位置付けられた市道佐野５７号線の整備に際し、一部区間の整
備について土地区画整理事業が適しているとなった。その区間に相当するのが、本事業区域である。そ
の後平成２７年度に、事業計画、概算事業費、権利調査等をまとめた整備基本計画を作成した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

　防災拠点である市役所へのアクセス向上のため市道佐野５７号線の整備が求められている。ま
た、面的整備の導入は、中心市街地の防災性の向上や健全な土地利用の増進等、コンパクトシティ
の形成に寄与する。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

　平成２５年６月議会で新庁舎周辺の自動車交通の混雑解消方法について、平成２６年６月議会で駅前南東
エリアの整備計画について、平成２８年２月議会で防災拠点となる新庁舎周辺の防災まちづくり強化対策等
について、令和３年２月議会で事業の進捗について、それぞれ質問があり、関心の高さがうかがえる。

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

　防災拠点である市役所へのアクセス道路の整備及び関連する面的整備は、行政の役割である。
　また、本事業は公共団体施行として、県の事業認可を受けている。

妥当である
理由・
改善案

　対象は区域内の土地と道路である。市道佐野57号線の整備にあたり、一部区間に土地区画整理
事業を導入することで、中心市街地としての土地利用の促進や密集市街地の解消など、計画的なま
ちづくりを図るものである。そのため、見直す必要はない。

成果向上余地がない
理由・
改善案

　事業の成果は、防災拠点である市役所へのアクセス道路整備と連動した区画整理事業による面
整備であり、成果向上の余地はない。

類似事務事業名 市道佐野５７号線道路改良事業

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はあるが、統
合・連携できない 理由・

改善案

　上記事業は駅南公園以東の佐野５７号線を用地買収方式による道路整備事業として進めるもの
であり、本土地区画整理事業との統合は不可能である。ただし、事業同志が隣接している事、国庫
補助金について、同一のパッケージ化を行っている事から、事業間の調整は行っている。

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

　物件移転や公共施設整備が完了し、換地処分を経て清算金の徴収交付事務が完了すれば事業終了となる。

現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

　防災拠点である市役所へのアクセス向上に寄与する道路整備に連動した面的整備を実施すること
は、中心市街地の道路網の整備や活性化に寄与する。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

　本事業は国の認可を受けた国庫補助事業である。今後、計画通り国費の配分があるか分からな
い状況や、増大する補助に関する事務、地権者対応などの外業の増加などを考慮すると、これ以上
の削減余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

　整備される区画道路は不特定多数の者が利用する。区域内の地権者については、土地区画整理
法に基づく減歩により事業は進められており、ある意味、受益者負担を行っているとも言える。

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×



年 月
年度

１

２

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 7 1 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 1211

施　　策 中心市街地及び地域市街地の活性化 実施計画事業・一般事業 実施計画事業
基本事業 中心市街地の賑わい創出 市単独事業・国県補助事業 国県補助事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 都市建設部 担当課 道路河川課

基本目標 魅力ある産業で賑わう活力あるまちづくり 担当係 道路建設係 担当課長名 黒田　英文

事業分類 施設等整備事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

政　　策 地域資源を活かしたまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

工事延長 ｍ 0 0 0 0

・物件再算定業務委託　1式

・用地買収　約77㎡
・物件補償　　　5件

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

用地買収 ㎡ 0 0 0 77

物件補償 件 0 0 0 5

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

歩行者、自転車数(計画) 人/日 840 840 840 840 840
通過交通量(計画) 台/12h 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

整備率(事業費ベース) % 0 3.1 10.2 25.7

1.歩行者、自転車利用者
2.通過車両

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

1.歩行者、自転車利用者の安全確保を図る。
2.通過車両の円滑な通行を図る。

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円 1,375 1,320 5,000
県支出金 千円

地方債 千円 1,200 1,100 4,500

一般財源 千円 175 759 11,789
3,179 21,289

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

792

土地購入費 2,275

委託料 2,750 委託料 3,179 委託料

18,222補償金

727 727
トータルコスト（A)＋（B) 千円 0 0 3,132 3,906 22,016

人
件
費

正規職員従事人数 人 1 2 2
のべ業務時間 時間 100 200 200

事務事業マネジメントシート

事務事業名 市道佐野57号線道路改良事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 11091 一般 8 2 3 市道佐野57号線道路改良事業

事業
計画

期間限定複数年度
事業
期間

　H30年度～R5年度
根拠
法令

条例等

道路法
道路構造令

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

　中心市街地活性化計画区域においては、人
の交流がさかんな商業地域となっている。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市道佐野57号線の整備率 ％ 0 3.1 10.2 25.7

　市道佐野57号線については、駅南区画整理
事業により駅前通りより東へ約70m完成してい
る。また、本路線は中心市街地道路整備基本
計画に位置付けられており、土地利用や防災
上の観点から、未整備のままでは効果が半減
してくること、また駅前の賑わい空間や市庁舎
への円滑なアクセスを目的として整備を進め
ていく。

全体事業
工事延長L=70ｍ
道路幅員W=12.0m
（自転車歩行車道2.5ｍ（両側））

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 0 0 382

事業費計（A) 千円 0 0 2,750

その他 千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 市道佐野57号線道路改良事業 担当部 都市建設部 担当課 道路河川課 担当係 道路建設係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

　市道佐野57号線については、駅南区画整理事業により駅前通りより東へ約70m完成している。しかし、区域外であった
市道1級2号線までの約170m区間については未整備となっていた。しかし、新庁舎の完成に伴い、庁舎までのアクセス
及び防災の観点、また駅前の賑わい空間へのアクセスとして、整備を進めていくこととなった。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

　新庁舎建設に伴い、中心市街地へのアクセス向上のための道路整備の必要性及び、災害時の
ネットワーク強化などがより一層求められている。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

　H２５．６月議会で新庁舎完成後の近隣地域における自動車交通の混雑解消方法について、H２６．６
月議会で新庁舎建設を踏まえての駅前南東エリアの整備計画について、H２８．２月議会で新庁舎への
アクセス道路整備及び周辺整備について、R４．６議会で進捗状況について、それぞれ質問があった。

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

　道路は不特定多数の人が利用するものであり、市道に認定されているので、市が行うことは妥当
である。

妥当である
理由・
改善案

　中心市街地の利用者及び災害時のアクセス利用などを対象とし、利用者の安全確保及び利便性
の向上を図ることは妥当であり、見直す必要はない。

成果向上余地がない
理由・
改善案

　本事業は、財源においては国庫補助を含んだ資金計画を作成し、決められた年次計画のうえで施
行されている。また、事業期間が令和５年度までで、残念数が限定されている事から、成果向上の
余地はない。

類似事務事業名 駅南公園西土地区画整理事業

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はあるが、統
合・連携できない 理由・

改善案

　市道佐野５７号線道路改良事業で整備する区間の西側について、市道佐野５７号線の延伸区間を含む区
域を、土地区画整理事業により面的に整備を行うのが上記事業であり、事業の手法の違いから、統合は不可
能である。ただし、事業同士が隣接している事、国庫補助金について、同一のパッケージ化を行っている事な
ど、事業間の調整は行っている。

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

　市道佐野57号線の歩道整備及び道路拡幅を行う事業であり、整備の完了をもって、本事業は終了となる。

現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

　中心市街地へのアクセス向上に寄与する道路整備は、中心市街地の道路網の整備や活性化に
貢献するものである

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

　人件費については、業務内容によって外部委託することで削減を図っている。事業費については、
工事等の設計は、栃木県の土木工事標準積算基準に基づいて設計しており、また工事資材等につ
いては再生材を利用することでコストの縮減を図っているため、さらなる削減は困難である。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

　道路は、不特定多数の人が利用するものであり、道路利用者の安全を確保するという事業目的か
らすると、受益者は特定されない市民である為、受益者負担を別途求める必要はないと考える。

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

〇 ×

低
下

× ×



年 月
年度

１

２

１

１

まちなか活性化ビル「さの未来館」において、
市民が個人や団体で、作品の展示や音楽や
演劇の発表や鑑賞の場を提供する。それによ
り、中心市街地における人の往来を増やし、活
性化を図るとともに、市民が文化芸術に触れ
る機会の増加につなげる。
（運営委員会により事業を実施していたが、平
成30年度末で委員会を廃止し、市直営となっ
た。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 1,336 1,337 1,221

事業費計（A) 千円 510 382 55

その他 千円

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

中心市街地活性化計画区域が、人の交流が
さかんな商業地域となっている。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市街地活性化施設の年間利
用者数

人 134,503 125,647 112,671 54,343 61,708

事務事業マネジメントシート

事務事業名 市民ギャラリー管理運営事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 2015 一般 2 1 17 市民ギャラリー管理運営事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

Ｈ22年度～　　年度
根拠
法令

条例等
佐野市市民ギャラリー条例

1,164 1,018
トータルコスト（A)＋（B) 千円 1,846 1,719 1,276 1,233 1,068

人
件
費

正規職員従事人数 人 2 2 2 2 2
のべ業務時間 時間 350 350 320 320 280

使用料・賃借料 77

30

需用費 25 需用費 29 需用費 39 需用費 20

交付金 510 報償費 280 報償費 26 報償費 30 報償費

69 50
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

一般財源 千円 510 382 55 69 50

県支出金 千円

地方債 千円

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

施設利用申請者数 人 90 66 20 21 13

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

来場者数 人 4197 3155 3175 593 867

市民 対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

来場者を増やすことで、施設への関心を高め
る
・来場者
・施設利用申請者

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

人口 人 120,018 119,348 118,450 117,706 116,982

広報、宣伝回数 回 21 20 8 2 6

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

主催事業の実施回数 回 9 10 4 2 3

主催事業：・手づくりハーバリウム講座　11/13（土）　10名
　　　　　　 ・和銑釜江田工房作品展　11/23（火・祝）、12/3（金）～5（日）　108名
　　　　　　 ･デコベーゴマづくり講座　12/25（土）　21名
貸館事業：文化協会パソコン部門文化祭、短歌会、筆文字個展、児童生徒作品展

　 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

事業分類 講座・教室・イベント等開催事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 地域資源を活かしたまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 中心市街地及び地域市街地の活性化 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 中心市街地の賑わい創出 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 産業文化スポーツ部 担当課 文化推進課

基本目標 魅力ある産業で賑わう活力あるまちづくり 担当係 天明鋳物まちづくり係 担当課長名 上岡幸宏

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 20 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 1211



#

有
効
性
評
価

成
果

向
上

〇

維
持

×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

貸館事業を中心に運営することとなり、現在の事業費は、消耗品等の施設の維持や利用者の利便
性を重視した内容となっている。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正
である

理由・
改善案

 文化芸術で中心市街地の活性化を図ることを目的に、あえて無料での使用を促しているところであ
り、今後の使用状況によっては検討すべきと考える。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

事業のやり方改善（成果向
上の見直し）

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

アクリルパーティションや消毒剤等を設置し、感染症対策に配慮し、コロナ禍でも文化芸術活動を継続できる
よう、市内高校の文化部宛てに、施設情報等のチラシを送付し、ＰＲした。

結びついている
理由・
改善案

  文化芸術活動は発表する場と機会が必要であり、まちなかにそのための拠点を設けることで、空
洞化と高齢化が進むまちなかへ、市民との協働による活性化を推進することにより、居住する人々
に安らぎを与え、魅力的で住みやすい市街地とすることにつながる。

委ねられる・委ねられる可
能性がある

理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

事業のやり方改善（成果向上の見直し）

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

  市民ギャラリーが設置されている「未来館」の役割が終了し、ビルが解体された時点で事業も終了となる。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

貸館を主とするのであれば、文化芸術に関連した団体等と市が連携して事業を進める可能性があ
る。

妥当である
理由・
改善案

市民が積極的に施設を利用したり、催しに参加することで、まちなかでの人の往来の活性化につな
がる。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

 施設利用申請者や来場者の趣向を把握したり、施設の設備や利用方法等への意見聞き、それを
反映させた取り組みで、利用者や来場者の満足度を向上させる。これにより、施設への関心と利用
率が向上し、まちなかへの人の往来の増につなげることができる。

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

 平成２１年度にビルを取得し、まちなか活性化の目的で市民参加の協議会を組織（事務局は都市計画課）
し、その提言書を踏まえて事業全体を商工課、文化振興課で企画立案した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

 まちなかと呼ばれる旧市街地は、少子高齢化が進んでいる地域の一つであり、市役所本庁舎のある高砂町
では高齢化率が５０％を超えている。全国的なまちなかの衰退を危惧し、国も公共施設等の郊外への転出促
進よりも、まちなか活性化のための法的整備へ方向転換した。まちなかへの関心を居住者、来訪者を問わず
高めることで、まちなかを活性化して誇りを持てるまちの顔作りを進めることになる。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

   当時の運営委員会より、市民ギャラリーはまちなか活性化の切り札であり、駅前交流施設ぱるぽーとやとちのみ学園
のどんぐり、まちなかサロンなどが揃った状況を上手に活用してほしいとの声があった。
　参加者は５０～７０歳代以上が多く、童謡や昭和歌謡等を歌う「うたごえ広場」等は、「声を出せるのが楽しい」、「なつか
しい思いがする」等の感想が多く、人気が高い催しとなっている。

B表（事後評価シート）

事務事業名 市民ギャラリー管理運営事業 担当部 産業文化スポーツ部 担当課 文化推進課 担当係 天明鋳物まちづくり係



年 月
年度

１

２

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 20 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 1211

施　　策 中心市街地及び地域市街地の活性化 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 中心市街地の賑わい創出 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 産業文化スポーツ部 担当課 文化推進課

基本目標 魅力ある産業で賑わう活力あるまちづくり 担当係 天明鋳物まちづくり係 担当課長名 上岡幸宏

事業分類 支援事業

リーディングプロジェクト 該当

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

政　　策 地域資源を活かしたまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

会議開催回数 回 3 3 3 1 2

（市の活動）　補助金交付、会議出席
（実行委員会の活動）
　会議開催２回
　10/2４に第27回茶会を開催する予定で準備を進めていたが、新型コロナウィルス対応のため中止
となった。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

実行委員数 人 8 8 8 8 7

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

人口 人 119,348 119,348 118,450 117,706 116,982

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

人口 人 119,348 119,348 118,450 117,706 116,982

市民 対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

市民大茶会への来場者を増やす。

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

一般財源 千円 400 400 143 0 0
0 0

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

0補助金 400 補助金 400 補助金 143 補助金 0 補助金

135 229
トータルコスト（A)＋（B) 千円 1,736 1,737 1,364 135 229

人
件
費

正規職員従事人数 人 2 2 2 1 2
のべ業務時間 時間 350 350 320 37 63

事務事業マネジメントシート

事務事業名 佐野市民大茶会開催支援事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 2015 一般 2 1 17 佐野市民大茶会開催支援事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

H5年度～　　年度
根拠
法令

条例等

佐野市補助金等交付規則
佐野市民大茶会開催事業費補助金交付
要領

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

中心市街地活性化計画区域が、人の交流が
さかんな商業地域となっている。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市街地活性化施設の年間利
用者数

人 134,503 125,647 112,671 54,343 61,708

※平成２３年に公園緑地から当課へ移管され
た。

佐野市民大茶会実行委員会に補助金を交付
し、事務局として、委員会が行う佐野市民大茶
会の活動支援を行う。中心市街地に位置する
市民憩いの場である城山公園で、市民参加に
よる茶会を開催することにより、まちなかの賑
わいを創出する。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 1,336 1,337 1,221

事業費計（A) 千円 400 400 143

その他 千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 佐野市民大茶会開催支援事業 担当部 産業文化スポーツ部 担当課 文化推進課 担当係 天明鋳物まちづくり係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

平成５年度に、旧佐野市の市制５０周年記念行事として、「第１回天明鋳物のふるさと佐野市民大茶会」を開
催した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

公園緑地課（現　都市整備課）により事業が行われてきたが、平成２３年度から、文化立市推進課（当時　文化振興課）
に移管された。
茶道愛好者の減少や高齢化が進んでいるようではあるものの、当日の実質的運営を担う佐野市茶華道協会の熱心な
活動により、来場客の数は一定のレベルを維持している。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

来場者、茶道の関係者より駐車場の利便性が悪いとの意見があった。
茶道の心得のない一般客には、屋外での「野点席」が好評であるが、設営費が多額になり、方法の再考が課
題となっている。

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

中心市街地に位置し、市民憩いの場である城山公園にて茶会を開催することで、賑わいの創出に
つながりまちなかの活性化が図れる。

妥当である
理由・
改善案

まちなかにある城山公園及び万葉の里城山記念館の利用促進のために、茶会を開催することは、
まちなか活性化の目的にかなっている。

成果向上余地がない
理由・
改善案

城山公園で市民参加による茶会を開催することにより、まちなかの賑わいを創出することが目的であり、十分に成果を上げている。会
場の城山記念館は、館内全てと広場を使って全４席を終日フル稼働させており、各席が対応可能な範囲いっぱいまで対応している。今
後は、感染症対策による会場の利用制限が発生しており、会場や開催方法の見直しが必要になる。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

実行委員会で、独立して運営をすべて行えるようになれば廃止できる。

感染対策を施した新しい様式での茶会運営のマニュアルを作成したが、緊急事態宣言下に入り、中止とし
た。

結びついている
理由・
改善案

中心市街地に位置する市民憩いの場である城山公園で、市民参加による茶会を開催することによ
り、まちなかの賑わいを創出する目的に結びついている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

事業費は、野点席のテント設営にかかる経費が高騰しており、従来の契約額では設営が厳しくなる
ことが見込まれており、設営内容の見直しが必要な状況にある。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正
である

理由・
改善案

各茶席の運営は、茶券代の収入でまかなっている。

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

〇 ×

低
下

× ×



年 月

年度

１

２

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 20 日

評価対象年度　令和 3 政策体系コード 1211

施　　策 中心市街地及び地域市街地の活性化 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 中心市街地の賑わい創出 市単独事業・国県補助事業 国県補助事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 産業文化スポーツ部 担当課 文化推進課

基本目標 魅力ある産業で賑わう活力あるまちづくり 担当係 天明鋳物まちづくり係 担当課長名 上岡幸宏

事業分類 その他市民に対する事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

政　　策 地域資源を活かしたまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

企画展開催回数 回 3 3 4 3 3

〇企画展
・「田村耕一の緑～青磁の魅力～知られざる「緑釉時代」（3/12～6/27）
・「モチーフに見る夏から秋の風景」（7/2～10/30）
・「田村耕一の陶板と名品展」（11/3～2/27）
〇R3.11月から、陶芸館運営業務を含めたまちなか活性化ビル受付等について、民間委託となった。これまでの会計年
度任用職員が、委託業者の雇用となり、引き続き業務にあたっており、従来通り円滑に業務運営されている。

」 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

観光パンフレットの配布数 枚 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

企画展開催回数 回 3 3 4 3 3
入館者数（陶芸館総数） 人 4,162 4,500 4,574 1,285 1,308
入館者数（まちの駅、赤ちゃんの駅）

人 687 800 1,041 141 359

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

１日あたりの入館者数（入館者数／
開館日数） 人 11.9 13.1 9.5 5.3 4.4

①入館者（市民、観光客）
②人間国宝田村耕一陶芸館

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

①人間国宝田村耕一氏とその作品に対する
理解を深めてもらう。
②人間国宝田村耕一氏の業績や作品の芸術
性が分かりやすく紹介されている。
静かな感動と癒しの場が提供されている。
必要とされる中心市街地や本市の観光情報が
提供されている。

１日あたりの入館者数（まちの駅・赤
ちゃんの駅を含めた入館者数／開
館日数）

人 13.9 16.0 11.1 0.6 5.6

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

58 60
一般財源 千円 7,069 7,237 8,138 7,932 4,791

7,990 4,851
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

3,795

共済費 615 共済費 613 共済費 1,002 共済費 739 共済費 408

報酬 5,572 報酬 5,572 報酬 5,572 報酬、職員手当 6,654 報酬、職員手当

120

需用費 221 需用費 372 需用費 785 需用費 7,191 需用費 230

報償費 120 報償費 120 報償費 200 報償費 120 報償費

166

委託料 65 委託料 363 委託料 247 委託料 66 委託料 70

役務費 517 役務費 260 役務費 345 役務費 158 役務費

52

負担金、補助及び交付金 5 負担金、補助及び交付金 10 負担金、補助及び交付金 10 負担金、補助及び交付金 10 負担金、補助及び交付金 10

使用料及び賃借料 39 使用料及び賃借料 53 使用料及び賃借料 130 使用料及び賃借料 52 使用料及び賃借料

364 291
トータルコスト（A)＋（B) 千円 7,307 7,934 8,703 8,354 5,142

人
件
費

正規職員従事人数 人 2 2 2 2 2
のべ業務時間 時間 40 150 100 100 80

事務事業マネジメントシート

事務事業名 人間国宝田村耕一陶芸館運営事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 10767 一般 7 1 6 人間国宝田村耕一陶芸館運営事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

H16年度～　　年度
根拠
法令

条例等

佐野市人間国宝田村耕一陶芸館条例
佐野市人間国宝田村耕一陶芸館条例施
行規則

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

中心市街地活性化計画区域が、人の交流がさ
かんな商業地域となっている。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市街地活性化施設の年間利用者
数 人 134,503 125,647 112,671 54,343 61,708

・人間国宝田村耕一の陶芸作品を展示するととも
に、佐野市の観光情報の収集・提供を行うことで中
心市街地の活性化に寄与することを目的として平
成１６年１１月に開館
・年３～４回の企画展を開催し、田村作品の展示・
紹介
・入館無料、休館日は１２月３０日から１月１日（そ
の他展示替えによる休館日あり）。
・陶芸館の円滑な運営を行うため、佐野市人間国
宝田村耕一陶芸館運営委員会を組織している。
・平成２２年１１月からはまちなか活性ビル「佐野未
来館」の総合受付も兼ね、平成２３年６月からは「ま
ちの駅」「赤ちゃんの駅」としても観光情報を提供す
るなど中心市街地への回遊率の向上を図ってい
る。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 153 573 382

事業費計（A) 千円 7,154 7,361 8,321

その他 千円 85 124 183



B表（事後評価シート）

事務事業名 人間国宝田村耕一陶芸館運営事業 担当部 産業文化スポーツ部 担当課 文化推進課 担当係 天明鋳物まちづくり係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

平成１６年１１月３日に陶芸館が開館し、適正かつ円滑な運営を図ることを目的として、学識経験者、関係団体及び市職
員で構成する委員会を設置した。
令和2年度から、所管が産業立市推進課から移管された。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

所蔵作品が限定されていることから、入館者数は年々減少傾向にあったが、平成３０年度の生誕１００年記念事業の開催により入館
者数は前年比で増加となったが、令和元年の東日本台風災害、令和2年以降のコロナ禍の影響を受け減少している。
入館者の内容は、市民より市外（県外を含む）の方が多い。
財政的な視点から、会計年度任用職員の配置について見直しが求められ、令和３年11月から、陶芸館を含むまちなか活性化ビル全
体の受付等業務委託契約により、従来の業務を民間委託とした。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

市政モニターより、平成２３年２月に「陶芸館を日本を代表する作家や世界的レベルの作家の作品を展示する多目的美
術館化してはどうか」、平成２３年３月に「陶芸館を市内外にアピールするため作品の解説等ができる学芸員を置くべき
だ」との意見があった。陶芸館運営委員からはかねてより、企画展の企画や解説等ができる学芸員を配置すべきとの意
見をいただいている。

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

当館は、市の重要課題である中心市街地活性化の拠点として設置されたものであり、田村耕一氏
の貴重な寄贈品や寄託品の有効活用を図るとともに、観光情報の提供を充実させるために市が行
うことは妥当なものである。

妥当である
理由・
改善案

当館は博物館法に定める施設ではなく、前述した二つの目的を持つ施設であるため、現状では対
象・意図ともに妥当なものである。

成果向上余地がない
理由・
改善案

広報紙、マスコミ、インターネット、専門情報誌等を通じて積極的にＰＲを行い、関係機関にポスター
の掲示やパンフレット配布の協力を依頼するなどして、入館者増を図る。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

中心市街地及び地域の活性化の拠点を失うこととなるので廃止することは困難である。

11月に、陶芸館を含むまちなか活性化ビルの受付業務を民間委託したことにより、人件費分の予算が削減
できた。業務委託にあたり、会計年度任用職員が委託業者に雇用され、これまでどおりの運営ができてい
る。

結びついている
理由・
改善案

この事業には、来館者に人間国宝田村耕一氏の業績や作品の芸術性を理解してもらうこと、まちな
かの活性化の拠点として観光情報等を提供するという二つの目的があるため、この事業を推進する
ことは魅力的な賑わいのある中心市街地を創出することに貢献するものである。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

運営業務を民間委託したことにより、人件費の削減が図られた。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

現在、条例の定めにより入館料は無料となっているが、有料化することにより、入館者の減が懸念さ
れ、市街地活性化という本来の目的達成が困難となることが予想されるため、受益者負担の適正化
の余地はない。

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

〇 ×

低
下

× ×



年 月

年度

１

２

１

１

・佐野市人間国宝田村耕一陶芸館の適正かつ円
滑な運営を図るため、佐野市人間国宝田村耕一陶
芸館運営委員会を設置している。
・委員は、令和3年度、学識経験者、関係機関・団
体を代表する者及び市職員９名で構成され、任期
は２年、本館で開催する企画展の内容及び広報活
動等を協議している。
・委員会に企画展示部会をおき、陶芸館の企画展
示を専門的立場から調査研究し、施設に相応しい
展示内容を確保するとともに展示作業等の円滑化
を図っている。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 191 191 191

事業費計（A) 千円 31 46 38

その他 千円

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

中心市街地活性化計画区域が、人の交流が
さかんな商業地域となっている。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市街地活性化施設の年間利用者
数 人 134,503 125,647 112,671 54,343 61,708

事務事業マネジメントシート

事務事業名 人間国宝田村耕一陶芸館運営委員会運営事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 10767 一般 7 1 6 人間国宝田村耕一陶芸館運営委員会運営事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

H16年度～　　年度
根拠
法令

条例等

佐野市人間国宝田村耕一陶芸館条例
佐野市人間国宝田村耕一陶芸館条例施
行規則

182 182
トータルコスト（A)＋（B) 千円 222 237 229 228 235

人
件
費

正規職員従事人数 人 2 2 2 2 2
のべ業務時間 時間 50 50 50 50 50

53委員報酬 31 委員報酬 46 委員報酬 38 委員報酬 46 委員報酬

46 53
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

一般財源 千円 31 46 38 46 53

県支出金 千円

地方債 千円

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

入館者数（まちの駅、赤ちゃんの駅）
人 687 800 1,041 141 359

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

管理運営上のクレーム件数
件 0 0 0 0 0

①入館者（市民、観光客）
②人間国宝田村耕一陶芸館

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

①適正かつ円滑な運営が図られる。
②人間国宝田村耕一の業績や作品を広く紹
介する展示内容が確保される。
③人間国宝田村耕一の業績や作品の芸術性
の高さを知ってもらう。

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

企画展開催回数 回 3 3 4 3 3
入館者数（陶芸館総数） 人 4,162 4,500 4,574 1,285 1,308

企画展示部会の開催回数 回 1 1 1 1 1

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

運営委員会の開催回数 回 1 1 1 1 1

・運営委員会
　令和３年１１月１５日開催　議題：令和4年度企画展について、令和4年度ポスター・パンフレットの作成につい
て等
・企画展示部会
　令和３年１１月８日開催　議題：陶芸館運営委員会の提出議題について等

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

事業分類 その他市民に対する事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 地域資源を活かしたまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 中心市街地及び地域市街地の活性化 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 中心市街地の賑わい創出 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 産業文化スポーツ部 担当課 文化推進課

基本目標 魅力ある産業で賑わう活力あるまちづくり 担当係 天明鋳物まちづくり係 担当課長名 上岡幸宏

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 20 日

評価対象年度　令和 3 政策体系コード 1211



#

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

〇 ×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

事業費は、全て運営委員会委員の報酬であり、削減余地はない。また、人件費については、運営委
員会及び企画展示部会開催のための資料作成、日程調整、会議運営のための業務所要時間であ
り、これも削減余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要
がない

理由・
改善案

この事業は、委員会を設置して、陶芸館の適正かつ円滑な運営を行うための事業であり、受益者は
特定されないため、負担を求める必要はない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

結びついている
理由・
改善案

この事業は、まちなか活性化の拠点である陶芸館の適正かつ円滑な運営に資するものであり、政
策体系に結びつく事業である。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべ
き課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

陶芸館が廃止されれば、本事業は終了となる。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

陶芸館は人間国宝田村耕一の業績や作品を広く市民や来訪者に紹介する施設であるとともに、ま
ちなか活性化の重要な拠点施設でもある。この施設の適正かつ円滑な運営を図るため、運営委員
会を設置し、委員会での協議結果を陶芸館の管理運営に反映することは市の責務である。

妥当である
理由・
改善案

この事業は、陶芸館の適正かつ円滑な運営、企画展の充実等に資する事業であるため、現状の対
象・意図は妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

企画展示部会の提案を陶芸館の運営に反映させることができている。

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

平成１６年１１月３日に陶芸館が開館し、適正かつ円滑な運営を図ることを目的として、学識経験者、関係団体及び市
職員で構成する委員会を設置した。
令和2年度に、所管が産業立市推進課から移管された。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

平成２２年に、陶芸館を含めた、まちなか活性化ビル「佐野未来館」としてオープンし、各フロアの来場者に鑑賞してもらえるように
なった。しかし、所蔵作品が限定されていることから、入館者数は年々減少傾向にあったが、平成３０年度の生誕１００年記念事業の
開催により入館者数は前年比で増加となった。令和元年以降、東日本台風被害やコロナ禍の影響で大幅な減少となっているが、少
しずつ入館者数にもどる傾向にある。入館者は、市民よりも市外（県外を含む）の方が多い。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

市政モニターより、平成２３年２月に「陶芸館を日本を代表する作家や世界的レベルの作家の作品を展示する多目的美術館化して
はどうか」、平成２３年３月に「陶芸館を市内外にアピールするため作品の解説等ができる学芸員を置くべきだ」との意見があった。
陶芸館運営委員からはかねてより、企画展の企画や解説等ができる学芸員を配置すべきとの意見をいただいている。

B表（事後評価シート）

事務事業名 人間国宝田村耕一陶芸館運営委員会運営事業 担当部 産業文化スポーツ部 担当課 文化推進課 担当係 天明鋳物まちづくり係



年 月

年度

１

２

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 23 日

評価対象年度　令和 3 政策体系コード 1211

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 産業文化スポーツ部 担当課 産業政策課

基本目標 魅力ある産業で賑わう活力あるまちづくり 担当係 まちなか活性化係 担当課長名 塩野目　　裕

政　　策 地域資源を活かしたまちづくり 新規事業・継続事業 新規事業

施　　策 中心市街地及び地域市街地の活性化 実施計画事業・一般事業 実施計画事業
基本事業 中心市街地の賑わい創出 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 その他市民に対する事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

中心市街地の店舗数 軒 307 314 － 319 389

歩行者通行量（平日1日あたり、中心
市街地の5か所） 人 4,757 4,748 － 4,285 3,930

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

駅前通りの店舗数 店 － － － 33 31

駅前通りの歩行者通行量（平
日・1日あたり）

人 － － － 2,085 1,727

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

オープンテラス利用店舗数 店 － － － 6 7

駅前通りの歩行者通行量（平
日・1日あたり）

人 － － － 2,085 1,727

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

まちづくり会社が行ったまちなかコーディ
ネート件数 件 － － － 5 3 

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（２月補正後予算額） Ｒ３年度（査定後予算額）

国庫支出金 千円
県支出金 千円
地方債 千円
その他 千円

一般財源 千円
事業費計（A) 千円 0 0 0 0 0

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

正規職員従事人数 人 2 2
のべ業務時間 時間 720 720
人件費計（B) 千円 2,619 2,618

トータルコスト（A)＋（B) 千円 2,619 2,618

事務事業マネジメントシート

事務事業名 まちなかオープンテラス推進事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 一般 7 1 2 まちなか活性化推進事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

R３年度～　　年度
根拠
法令

条例等

新型コロナウィルス感染症拡大を防止するための緊急措置として、沿道飲食店等が路上利用することに対する取組みについ
て、適切な感染症対策を講じた上で、業務委託の上実施した。
１　委託先　　　さのまちづくり株式会社（佐野市高砂町2794-1）
２　実施場所　 駅前通り歩道
３　実施期間　 令和3年12月1日～12月28日
４　協力店舗　　７店舗
５　実施内容　　
中心市街地における道路の構造又は交通に著しい支障を及ぼさない場所として、駅前通り（一般県道佐野停車場線）の歩道

を活用し、沿道店舗の協力を求め、軒先にテーブル及び椅子等の設備を設置した。

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

・オープンテラス利用店舗数
・オープンテラス利用者

対象指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

・「３密」を解消するため「新しい生活様式」として
オープンテラスにおいて食事を提供する店舗が
定着する。
・感染のリスクが大幅に減少することによる安心
感から、飲食目的の来街者が中心市街地に増
加し、にぎわい創出につながる。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

人の交流がさかんな商業地域となっている。
上位成果指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

人
件
費

事
業
区
分

　新型コロナウイルス感染症の影響長期化を見
据え、国の専門家会議が示した「新しい生活様
式」に対応し、いわゆる「３密」を回避するための
環境づくりが求められる中、新型コロナウイルス
感染症の影響を受けている飲食店等における
「新しい生活様式」の定着を支援すると共に、中
心市街地のにぎわい創出に資するため、駅前
通り（一般県道佐野停車場線）沿線の歩道上の
オープンテラス化を推進する。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 まちなかオープンテラス推進事業 担当部 産業文化部 担当課 産業立市推進課 担当係 まちなか活性化係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべ
き課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

令和元年12月に中国で確認された新型コロナウイルス感染症が国内で感染拡大したことに伴い、
令和2年3月以降、外出自粛等の影響により飲食店が経営に大きな打撃を受けると共に、まちなか
のにぎわいが失われている。市の支援の下に各店舗が感染防止対策を講じて客足を回復させ、ま
ちなかのにぎわい創出につなげる取組が必要となった。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

新型コロナウイルス流行の長期化を見据え、影響を受ける飲食店においては国の専門家会議が示した「新
しい生活様式」に対応するいわゆる「３密」回避へ向けた環境づくりが求められている。
また、国土交通省は、感染拡大の影響を受ける飲食店等を支援するための緊急措置として、地方公共団体
と地域住民・団体等が一体となって取り組む沿道飲食店等の路上利用の占用許可基準を緩和した。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

本年３月に佐野商工会議所会頭から市長あて、「新型コロナウイルス感染症により影響を受ける市
内中小企業・小規模事業者への支援に関する要望書」が提出されたほか、まちなかの飲食店から
もテイクアウト推進のための支援の要望が寄せられた。

結びついている
理由・
改善案

中心市街地の飲食店における新しい生活様式定着支援の一環として、歩行空間にオープンテラス
を設置の上、客足の回復を図るもので、まちなかのにぎわい創出につながるものである。

市が行わなければならない
理由・
改善案

飲食店の路上利用に係る道路占用の許可基準緩和は、地方公共団体等が一括して占用許可の申
請を行う必要があるため

妥当である
理由・
改善案

まちなかの路上にオープンスペースを設置して感染リスクを低減させ、安心して飲食できる環境を構
築することにより、感染拡大の状況下で飲食店における感染を恐れていた市民に安心感を与え、利
用客の増加が図れれば、まちなかのにぎわい創出にもつながる。

成果向上余地がない
理由・
改善案

まちなかの飲食店が本事業に参加して新しい生活様式の定着様式を推進し、感染リスクのない食
事環境を提供することにより利用客が増加すれば、まちなかの活性化につながる。

類似事務事業はない
理由・
改善案

効
率
性
評
価

人件費の削減余地がある
理由・
改善案

さのまちづくり株式会社に対し道路占用許可等の申請事務以外を業務委託することにより、民間活
力による斬新な発想で、より優れた取組が期待できる。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

新型コロナウイルス感染拡大の影響を受ける飲食店を市が支援するものである。

総
合
評
価

新型コロナウイルス感染症の拡大が終息し、市内の飲食店が通常通りの営業を再開できるとき

成
果

向
上

維
持

〇 ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価
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